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ご あ い さ つ 

                              

介護保険制度は、平成 12年(2000年)４月のスタート 

から 24年が経過し、高齢者の福祉施策を支える重要なも 

のとなりました。 

この間、介護サービスを提供する側、介護サービスを受 

ける側双方が、安心して介護に携われるよう制度の変遷を 

重ね、持続可能な介護保険制度の確立を目指してきました。 

第９期計画期間中には、団塊の世代が全員 75歳以上の後 

期高齢者となる 2025 年を迎えます。また、2040年には団塊 

ジュニア世代が 65歳以上の高齢者となり、日本の高齢化率は約 35％になると推計され、

医療・介護ニーズは更に増加していくことが見込まれる一方で、生産年齢人口は減少し

ていく中、医療・介護など高齢者を支える社会保障制度の持続が課題となっています。 

 本計画では、「住まい」「医療」「介護」「予防」「生活支援」を切れ目なく一体的に提

供する「地域包括ケアシステム」を更に深化・推進し、高齢者が住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう支援してまいります。 

 また、高齢化、少子化が進行する中で、ひとり暮らし高齢者は年々増加しています。

高齢者が地域社会で孤立せず、生きがいや人とのつながりを実感できるよう、地域住民

やボランティア、民間企業と連携を図りながら地域全体で高齢者を見守る仕組みを更に

進めてまいります。 

 介護サービス基盤の計画的な整備により安定的に介護サービスを提供できる体制づ

くりと合わせて、多くの高齢者が住み慣れた地域で健康で自立した生活ができるよう健

康づくりや日常生活の支援など様々な施策を展開してまいります。 

 今後も引き続き高齢者が住みやすいまちづくりに取り組んでいきますので、市民の皆

様におかれましても、介護や健康の問題をご自身の問題と捉えていただき、介護・福祉

行政への一層のご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに、本計画を策定するにあたり、アンケート調査にご協力いただきました市民の

皆様をはじめ、ご審議をいただきましたみどり市介護保険事業推進懇談会委員各位表紙

等のイラスト募集にご協力いただきました桐生大学の方々など関係者の皆様に対しま

して、厚く御礼申し上げます。 

  

令和６年３月 

 みどり市長        
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第１章 計画策定の趣旨 

第１節 計画策定の背景、目的 

現在、我が国では、諸外国においても例をみない速さで高齢化が進行しており、人生 100

年時代と言われる超高齢社会※に向かっています。総務省統計局のデータによると、令和５

年４月１日時点で、我が国の総人口は１億 2,455 万４千人で、そのうち 65 歳以上の人口は

3,619 万８千人、高齢化率は 29.0％となっています。総人口が減少する一方で、65 歳以上

の人口が増加しているため高齢化率は上昇を続け、令和７年（2025年）には「団塊の世代」

が後期高齢者（75 歳以上）となり、令和 22 年（2040 年）には高齢者人口がピークに達し、

85歳以上の人口が急増することが予想されています。 

 高齢化が進行する中で、要介護高齢者の数が増加し、介護期間も長期化しています。これ

に伴い、介護ニーズが増大する一方で、核家族化の進行や要介護高齢者を介護する家族自体

も高齢化するなど、要介護高齢者を支えてきた家族の状況も変化しています。こうした状況

を踏まえ、従来の老人福祉や老人医療制度だけではこれらの課題対応が困難になったため、

平成 12年度に現在の介護保険制度が設けられました。制度創設から 20年以上が経過する中

で、サービス利用者、介護サービス提供事業所も増加し、いまや介護保険制度は高齢者だけ

ではなく、高齢者を支える家族の生活も守る制度として定着し、発展してきました。現在で

は、だれもが可能な限り、住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けるこ

とができるよう、住まい、医療、介護、保健・介護予防、生活支援が切れ目なく一体的に提

供される「地域包括ケアシステム」の深化・推進が求められています。 

 このような状況を踏まえ、本市では、令和３年３月に介護保険事業を含めた総合的な高齢

者福祉事業を推進するため、「みどり市第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を

策定し、各種施策を展開してきました。近年は、医療や介護を必要とする人の増加に加え、

高齢者を取り巻く社会全体の変化など、様々な課題が生じていること、さらには、災害や感

染症への対応なども求められています。「みどり市第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事

業計画」は、国の基本指針を踏まえ、これらの課題解決のために効果的・効率的に各種施策

を展開するために策定しています。 
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第２節 計画の位置づけ 

本計画は、本市のまちづくりの指針である「みどり市総合計画」を最上位計画に置き、地

域福祉推進の指針である「みどり市地域福祉計画」における個別計画として位置づけます。 

また、市で策定しているその他の関連計画と整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市町村老人福祉計画）  

第二十条の八  市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉事業」

という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとする。 

【老人福祉法】 

 

（市町村介護保険事業計画）  

第百十七条  市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保

険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定めるものとする。 

【介護保険法】 

みどり市総合計画

地域福祉活動計画
（市社会福祉協議会）

高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画

障がい者計画・障害福祉計画
・障害児福祉計画

子ども・子育て支援事業計画

健康増進計画

福祉サービスの適切な利用の推進

地
域
福
祉
に
関
す
る

具
体
的
な
施
策

社会福祉を目的とする事業の
健全な発達

社会福祉に関する活動への
住民参加の促進

災害発生時の要援護者支援

みどり市地域福祉計画

市の関連
計画

・
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

・
環
境
基
本
計
画

・
男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン
等

地域福祉を推進するうえでの共通の理念

みんなが輝く
どんなときも支え合える

理想のまち

根拠法令 



 第１章 計画策定の趣旨 

3 

第３節 計画の期間 

本計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間とします。毎年度、事業の効果

検証や評価を実施し、法改正や社会情勢等に変化があった場合を含め、必要に応じて見直し

を行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 日常生活圏域 

家族や友人、地域とのつながりが失われることなく、住み慣れた地域で必要なサービスを

受けながら生活できることを目的に、日常生活圏域の設定が求められており、圏域ごとに地

域密着型サービス※の提供等、介護基盤の整備を図ることが期待されています。日常生活圏

域の設定は、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、介護給付等対象サービスを提

供するための施設の整備状況等を総合的に勘案し、市町村ごとに定めています。 

本市では、旧笠懸町、旧大間々町及び旧東村の３つを日常生活圏域と定めており、それぞ

れの地域で必要なサービスが利用できるように努めていきます。 

 

 

  

令和８年度
（2026）

令和７年度
（2025）

令和６年度
（2024）

令和５年度
（2023）

令和４年度
（2022）

令和３年度
（2021）

第８期高齢者保健福祉計画

介護保険事業計画

第９期高齢者保健福祉計画

介護保険事業計画

令和22年度
（2040）

令和12年度
（2030）

令和22（2040）年度を見据えて、中長期的な視点で計画を策定します

第９期

計画作成



第１章 計画策定の趣旨 

4 

第５節 計画の策定体制 

◆みどり市介護保険事業推進懇談会の開催 

本計画の策定にあたって、総合的な高齢者福祉の施策を推進するため、保健・医療・福祉

等の関係機関の代表者、学識経験者等で構成する「みどり市介護保険事業推進懇談会」にお

いて計画の内容について検討を行いました。 

 

◆アンケート調査の実施 

高齢者福祉や介護保険制度に対するニーズを把握するため、65 歳以上の高齢者及び要支

援認定者を対象とした「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」及び在宅の要介護認定者を対

象とした「在宅介護実態調査」を実施しました。 

 

◆パブリックコメントの実施 

 第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定にあたり、計画案を市民に公表し、そ

の意見等の提出を広く求め、これらを反映させる機会の確保を図るためパブリックコメント

を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料

意見

みどり市
介護保険事業推進懇談会

回答・意見等
パブリックコメント

アンケート
調査

みどり市

市 民

助言

調整報告

参加

議 会 群馬県

計画原案作成
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 第９期計画策定における重点事項  

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」について改

正があり、第９期計画においては、国が示した「介護保険制度の見直しに関する意見」を踏

まえて、都道府県及び市町村は計画策定にあたって、以下について記載を充実することが求

められています。 

 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

（１）地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種別

の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じて介護サービス基

盤を計画的に確保していきます。 

・医療と介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効果的

に提供する体制の確保、医療・介護の連携を強化します。 

・中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者と共有し、

サービス基盤の整備の在り方を議論します。 

（２）在宅サービスの充実 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機

能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスを更に普及します。 

・居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設による在宅

療養支援を充実します。 

・様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整備を推進します。 

 

２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

（１）地域共生社会の実現 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るものであ

り、制度・分野の枠を超えて、地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取

組を促進する観点から、総合事業の充実を推進します。 

・地域包括支援センター※の業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的支

援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担います。 

・認知症※に関する正しい知識の普及啓発により、認知症に対する社会の理解を深めます。 

 

 

第９期計画策定における重点事項 
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（２）デジタル技術の活用 

・介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・介護情報基盤を整備し

ます。 

（３）保険者機能の強化 

・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化を推進します。 

 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防

止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施します。 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進します。また、

介護の経営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用します。 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進します。 
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  第９期計画策定の方向性   

国の示す基本的な指針を参考に、市の現状や課題等も踏まえ、以下の方向性を定め計画を

推進します。 

 

１ 地域包括ケアシステムの深化と地域共生社会の実現 

介護給付サービス等を提供する体制の確保及び地域支援事業※の実施を図り、地域の実

情に応じた「地域包括ケアシステム」の深化・推進が重要です。これまでも本市は地域共

生社会の実現に向け、地域包括ケアシステムの基盤を活かした取組を進めてきました。今

後は、医療と介護の連携強化や医療・介護の情報基盤の一体的な整備による地域包括ケア

システムの一層の推進など、地域の自主性や主体性に基づき、介護予防や地域づくり等に

一体的に取り組むことで「地域共生社会」の実現を図ります。 

２ 介護予防・重度化の防止 

自立した日常生活の支援や介護予防、要介護状態等の軽減・悪化の防止のため、地域の

実態や状況に応じた様々な取組を行うことが重要となります。また、地域支援事業を効果

的に実施することで、自立度の低下や介護度の重度化を防ぐための対策を推進し、高齢者

が自立した日常生活を営むことができるように支援します。 

３ 高齢者の社会参加への支援 

高齢者が地域活動に参加することは、地域交流の機会増加に加えて、自身の健康づくり

や身体機能の維持に資する取組でもあることから、各種活動に対して関心を持ってもらい、

積極的に活動の場へと結びつけていくことが重要です。また、就労的活動に対して積極的

に高齢者の参加を促進していくことで、高齢者の持つ優れた知識や経験が活かせるように、

地域における活躍の場・機会づくりを推進します。 

４ 多様な生活支援の充実と人材の確保 

日常生活において支援が必要な高齢者が、住み慣れた地域で安心して在宅生活を継続し

ていくために必要となる多様な生活支援・介護予防サービスを充実します。そのためには

この先の生産年齢人口の減少の加速を見据えつつ、介護離職を減らし、介護サービス基盤

の整備に伴って必要となる人材の確保に向けて総合的な取組を推進します。 

 

 

第９期計画策定の方向性 
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５ 認知症施策の推進 

今後、高齢者の増加に伴って認知症の人が増加することが見込まれていることから、さ

らに認知症施策を推進していく必要があります。そのため、認知症に関する適切な知識と

理解を促進し、相談窓口の拡充と認知症へのサポート向上に取り組みます。同時に、認知

症の人やその家族が孤立しないよう、包括的かつ持続的な支援体制を構築するための措置

を講じます。 

６ 高齢者の権利擁護の推進と家族介護の支援 

今後、介護を必要とする方が増加していくということは、介護者となる方も増加してい

くこととなります。高齢者夫婦世帯も増加傾向にあることから、老老介護となる家庭も増

えていくことが予想されるため、家族で高齢者を介護している世帯への支援を強化します。 

また、高齢者虐待の予防と早期発見を含む権利擁護を推進し、地域ネットワークの構築

に焦点を当て、高齢者が尊厳を持ちながら自分らしく生活できるように支援体制を推進し

ます。 

７ 持続可能な介護保険制度と効果的・効率的な介護給付の推進 

介護保険サービスを必要とする人々が安心して利用できるように、中長期的な視点を持

って持続可能な介護保険制度を推進します。また、効果的・効率的な介護給付を推進する

ため、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が必要とするサービスを事業

者が適切に提供するように促進し、介護保険サービスの提供体制の向上に取り組みます。 

８ 災害や感染症対策に係る体制整備 

近年の災害の発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、感染症や災害が

発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できるように、必要に応じ

て平時から関係部局・関係機関と連携する体制を構築し、有事に備えます。 

９ 介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進 

介護サービスの利用者のみならず介護従事者の安全性も確保することが重要であるこ

とから、介護現場における安全性の確保とリスクマネジメントの推進については、国にお

ける事故情報収集・分析・活用の仕組みの構築を見据えて、報告された事故情報を適切に

分析し、介護現場に対する指導や支援等を行います。 
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10 介護サービス情報の公表 

介護保険制度は、利用者の選択を基本としており、利用者の選択を通じてサービスの質

の向上が進むことが期待されます。そのため、介護サービスに関する情報を公表すること

は、利用者の選択を通じて介護保険のシステムが健全に機能するための基盤となることか

ら、介護サービスに関する情報の公表を推進します。 
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第２章 高齢者をめぐる現状と課題 

第１節 みどり市の現状 

（１）人口の推移 

本市の総人口は、令和５年 10 月１日時点で 48,986 人、このうち 65 歳以上の高齢者人口

は 14,886 人で、総人口に占める割合（高齢化率）は 30.4％となっており、平成 30 年から

５年間で 2.0ポイント増加しています。 

年齢３区分別にみると、15歳未満の年少人口と 15～64歳の生産年齢人口が減少しており、

特に生産年齢人口は平成 30 年の 30,021 人に対し、令和５年では 28,627 人と 1,394 人の減

少となっています。その一方で、65歳以上の高齢者人口は微増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【人口及び高齢化率の推移】 

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日時点） 

6,435 6,214 6,061 5,918 5,714 5,473

30,021 29,615 29,358 29,059 28,899 28,627

14,463 14,563 14,825 14,918 14,894 14,886

50,919 50,392 50,244 49,895 49,507 48,986
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（２）世帯の状況 

令和２年 10月１日時点における本市の一般世帯数は 19,394世帯で、そのうち高齢者のい

る世帯数は 9,172 世帯と、一般世帯数に占める割合は 47.3％となっています。また、高齢

者のいる世帯数のうち、高齢者夫婦世帯※が 2,266 世帯で 11.7％、ひとり暮らし世帯が 2,223

世帯で 11.5％となっており、群馬県と比較すると概ね同程度、全国と比較するとやや低い

割合となっています。 

 

 

 

 

  

うち、
高齢者夫婦世帯

うち、
一人暮らし世帯

世帯数（世帯） 19,394 9,172 2,266 2,223

割合（％） 100.0% 47.3% 11.7% 11.5%

一般世帯
(世帯総数)

うち、高齢者の
いる世帯

10.5%

11.6%

11.4%

12.9%

13.6%

11.7%

12.1%

11.7%

10.4%

14.4%

16.1%

11.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

全国

群馬県

羽生市

沼田市

桐生市

みどり市

高齢者夫婦世帯 一人暮らし世帯

【一般世帯数及び高齢者のいる世帯数】 

【一般世帯数に占める高齢者夫婦世帯及びひとり暮らし世帯の割合】 

※高齢者夫婦世帯：夫及び妻が 65歳以上の夫婦のみの一般世帯 

資料：国勢調査（令和２年 10 月１日時点） 

◆データの注意点 

 他自治体のデータについては、近隣市の他、人口規模や高齢化率などが本市と同程

度の羽生市を記載しています。 
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（３）第１号被保険者数の推移 

 第１号被保険者数は令和５年３月末時点で 14,826 人と、平成 30 年の 14,297 人から 529

人の増加となっています。内訳をみると前期高齢者（65～74 歳）が 7,041 人、後期高齢者

（75 歳以上）が 7,785 人となっており、後期高齢者が前期高齢者の数を上回りました。構

成比でみると、令和５年３月末時点の前期高齢者割合は 47.5％、後期高齢者割合は 52.5％

となっています。 

 また、群馬県及び全国と比較すると、本市の前期高齢者割合がやや高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

7,571 7,509 7,549 7,668 7,497 7,041

6,726 6,985 7,104 7,148 7,352 7,785

14,297 14,494 14,653 14,816 14,849 14,826
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（人)
【前期高齢者数・後期高齢者数の推移】

前期高齢者（65～74歳） 後期高齢者（75歳以上）

53.0%

51.8%
51.5%

51.8%
50.5%

47.5%

47.0%

48.2%
48.5%

48.2% 49.5%

52.5%

46.0%

47.0%

48.0%

49.0%

50.0%

51.0%

52.0%

53.0%

54.0%

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

【前期高齢者割合・後期高齢者割合の推移】

前期高齢者（65～74歳） 後期高齢者（75歳以上）

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年３月末時点） 

47.5%

41.8%

46.0%

48.8%

46.0%

45.2%

52.5%

58.2%

54.0%

51.2%

54.0%

54.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

みどり市

桐生市

沼田市

羽生市

群馬県

全国

【前期高齢者・後期高齢者割合の比較】

前期高齢者（65～74歳）の割合 後期高齢者（75歳以上）の割合

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和５年３月末時点） 
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（４）要介護（要支援）認定者数と認定率の推移 

要介護（要支援）認定者数は増加が続いており、令和５年３月末時点では 2,670人となっ

ています。要介護度別では、要介護１が最も多く、平成 27 年からの推移をみても、要介護

1の増加が最も大きくなっています。 

要支援・要介護認定者数を高齢者数で割った認定率は、近年は概ね 17％～18％で推移し、

令和５年３月末時点では 18.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年３月末時点） 

284 292 320 311 331 343 364 364 348

308 332 340 318 342 344 329 309 323

430 446 428 424 407 454 504 508 534

457 480 490 485 510 499 474 466 468

360
353 330 385 402 408 433 419 413

316
345 375 362

366 314
363 375 376228

242 229 229
229 231

203 191 2082,383
2,490 2,512 2,514

2,587 2,593
2,670 2,632 2,670

0
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2,000
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（人) 【要支援・要介護認定者数（要介護度別）の推移】

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

2.1% 2.1% 2.3% 2.2% 2.3% 2.3% 2.5% 2.5% 2.3%

2.3% 2.4% 2.4% 2.2% 2.4% 2.3% 2.2% 2.1% 2.2%

3.2% 3.2% 3.0% 3.0% 2.8% 3.1% 3.4% 3.4% 3.6%

3.4% 3.5% 3.5% 3.4% 3.5% 3.4% 3.2% 3.1% 3.2%

2.7% 2.5% 2.3% 2.7% 2.8% 2.8% 2.9% 2.8% 2.8%

2.3% 2.5% 2.7% 2.5% 2.5% 2.1%
2.5% 2.5% 2.5%

1.7% 1.7% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6%
1.4% 1.3% 1.4%

17.7% 18.0% 17.8% 17.6% 17.8% 17.7%
18.0% 17.7% 18.0%

0%
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

【認定率（要介護度別）の推移】

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計
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（５）施設・居住系・在宅サービス受給者数の推移 

受給者数は微増で推移し、令和４年度は 1,941人となっています。内訳をみると、在宅サ

ービス受給者が全体の約７割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※在宅サービス ： 訪問介護や通所介護、短期入所生活介護等、自宅にいながら利用でき

るサービス。 

※居住系サービス ： 特定施設入居者生活介護や認知症対応型共同生活介護（グループホー

ム※）等のサービス。 

※施設サービス ： 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護医、

療院、介護療養型医療施設のサービス。 
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平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

（人） 【施設・居住系・在宅サービス受給者数の推移】

施設サービス受給者数 居住系サービス受給者数 在宅サービス受給者数

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年 12 か月分の平均値） 
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（６）介護費用額及び第 1号被保険者 1人 1か月当たりの費用額の推移 

本市の介護費用額は増加傾向にあり、令和４年度は 4,203,542千円となっています。介護

費用額の約５割を在宅サービスが占め、次いで施設サービス、居住系サービスとなっていま

す。 

介護費用額を第１号被保険者数で割った「第１号被保険者１人あたり費用額（月額）」を

みると、ここ数年は増減しながら推移し、令和４年度は 23,270円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※介護費用額とは、審査月に審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額、利用者

負担額の合計額のため、市が負担する標準給付額と一致しません。また、市町村が直接支

払う償還払いは含みません。 

※「在宅サービス」「居住系サービス」「施設サービス」は千円以下を四捨五入しているため、

合計した「介護費用額」と合わない場合があります。 

1,673,477 1,639,085 1,688,861 1,781,890 1,789,683 1,747,054 

223,590 207,996 212,321 231,790 258,300 274,519 

2,127,183 2,197,582 2,212,756 2,252,573 2,185,981 2,181,969 

4,024,249 4,044,664 4,113,937 
4,266,252 4,233,964 4,203,542 

23,040 
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23,025 

23,663 

23,421 
23,270 

20,000

20,500

21,000

21,500
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22,500

23,000

23,500

24,000

500,000

1,500,000

2,500,000

3,500,000

4,500,000

5,500,000

6,500,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（千円） 【介護費用額及び第１号被保険者１人１か月あたりの費用額の推移】

施設サービス 居住系サービス 在宅サービス 第1号被保険者1人1月あたり費用額

（円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

介護費用額 （千円） 4,024,249 4,044,664 4,113,937 4,266,252 4,233,964 4,203,542

費用額（在宅サービス） （千円） 2,127,183 2,197,582 2,212,756 2,252,573 2,185,981 2,181,969

費用額（居住系サービス） （千円） 223,590 207,996 212,321 231,790 258,300 274,519

費用額（施設サービス） （千円） 1,673,477 1,639,085 1,688,861 1,781,890 1,789,683 1,747,054

第1号被保険者
1人1月あたり費用額

（円） 23,040 22,854 23,025 23,663 23,421 23,270

群馬県
第1号被保険者
1人1月あたり費用額

（円） 23,457 23,960 24,654 25,035 25,363 25,610

全国
第1号被保険者
1人1月あたり費用額

（円） 23,238 23,499 24,106 24,567 25,132 25,477

みどり市

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 
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（７）受給率の比較 

第１号被保険者に対するサービス受給者の状況をみる受給率をみると、令和４年度は在宅

サービスが 9.4％と最も高くなっていますが、群馬県及び全国よりも低くなっています。居

住系サービスの受給率は 0.7％と低く、他自治体等及び群馬県、全国と比較しても低くなっ

ています。施設サービスの受給率は 3.2％で、全国を上回りますが、群馬県と同程度となっ

ています。 
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 
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（８）受給者１人あたり給付月額（在宅サービス） 

令和４年度の在宅サービス受給者 1人あたりの給付月額についてみると、本市は 118,488

円となっており、群馬県（124,707円）及び全国（118,718円）より低くなっています。 
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124,707

118,718

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

みどり市 桐生市 沼田市 羽生市 群馬県 全国

【受給者１人あたり給付月額（在宅サービス）の比較】

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 

みどり市 桐生市 沼田市 羽生市 群馬県 全国
要支援１（円） 1,241 1,644 2,572 418 1,659 1,765
要支援２（円） 2,861 3,052 6,212 2,174 3,174 3,612
要介護１（円） 20,784 23,598 26,345 23,056 24,975 24,489
要介護２（円） 27,440 28,907 24,157 30,273 26,964 27,458
要介護３（円） 27,459 26,724 27,147 27,591 26,303 24,596
要介護４（円） 24,939 21,141 20,130 23,025 24,977 21,202
要介護５（円） 13,764 13,310 11,432 12,924 16,655 15,596

合計（円） 118,488 118,376 117,995 119,461 124,707 118,718
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第２節 人口等の今後の見通し 

（１）総人口及び高齢者の推計 

本市の総人口については今後も減少が続き、本計画期間の最終年度である令和８年には 

48,239 人、令和 12 年には 45,444 人、令和 17 年には 43,181 人、令和 22 年には 40,747 人

となることが予想されます。 

その一方で、65歳以上の高齢者数は横ばいのため高齢化率は上昇し、令和８年には 31.3％、

令和 12 年には 32.7％、令和 17 年には 34.7％、令和 22 年には 38.1％に上ると見込まれま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人口推計については、令和６年から令和８年は、住民基本台帳に基づきコーホート変化率

を用いて推計しています。令和 12 年以降は国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人

口の推計値を使用しています。 
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本計画期間

【人口及び高齢化率の推計】 
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（２）被保険者数の推計 

被保険者数については、40～64歳の第２号被保険者は減少が続き、令和８年には 16,651

人、令和 12 年には 15,344 人、令和 17 年には 14,102 人、令和 22 年には 12,405 人となり、

令和 17 年以降は 65 歳以上の第１号被保険者を下回ることが予想されます。65 歳以上の第

１号被保険者は今後増減するものの、令和 22年には 15,533人になると予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）第 1号被保険者の内訳 

後期高齢者数は今後も増加を続け、前期高齢者数との差は広がり、令和 12 年には後期高

齢者が 9,487人となり、高齢者数の 63.8％を占めることが予想されます。 

しかし、令和 12年以降は後期高齢者数と前期高齢者数の差が縮まることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,993 15,214 15,101 14,871 14,976 15,53316,884 16,819 16,651 15,344 14,102
12,405

0
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10,000
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20,000

令和６年 令和７年 令和８年 令和12年 令和17年 令和22年

（人)

第１号被保険者（65歳以上） 第２号被保険者（40～64歳）

本計画期間

【第１号被保険者数及び第２号被保険者数の推計】 

6,613 6,297 6,120 5,384 5,809
6,763

8,380 8,917 8,981
9,487 9,167

8,770

14,993 15,214 15,101 14,871 14,976
15,533
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2,000

4,000
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8,000
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令和６年 令和７年 令和８年 令和12年 令和17年 令和22年

（人)
【前期高齢者数・後期高齢者数の推計】

前期高齢者（65～74歳） 後期高齢者（75歳以上）

本計画期間
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30.0%
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40.0%

45.0%

50.0%
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60.0%
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70.0%

令和６年 令和７年 令和８年 令和12年 令和17年 令和22年

【前期高齢者割合・後期高齢者割合の推計】

前期高齢者（65～74歳） 後期高齢者（75歳以上）

本計画期間
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（４）認定者数及び認定率の推計 

要介護・要支援の認定者数及び認定率については、後期高齢者の増加に伴い認定率は上昇

し、令和８年には 2,811人、認定率は 18.2％になることが予想されます。 

また、後期高齢者が急増する令和 12 年には認定率は 20.3％、令和 17 年には 21.8％まで

上昇し、その後令和 22年には 21.1％と減少に転じると予想されます。 
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【認定者数及び認定率の推計】 
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第３節 アンケート調査から見える現状 

◆調査の概要 

（１）調査期間 

調査の種類 調査期間 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 令和５年６月 14日 ～ 令和５年７月３日 

在宅介護実態調査 
令和４年 11月 17日 ～ 令和５年３月 31日 

令和５年５月 16日 ～ 令和５年７月 13日 

 

（２）調査方法 

調査の種類 調査方法 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 郵送配布・郵送回収 

在宅介護実態調査 聞き取り調査 

 

（３）調査対象者 

調査の種類 調査方法 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 みどり市在住の 65歳以上で、要支援２以下の方 

在宅介護実態調査 在宅で生活されている要支援・要介護認定者の方 

 

（４）配布数及び回収数 

調査の種類 配布数 回収数 回収率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 2,500件 1,504件 60.2％ 

在宅介護実態調査 334件 283件 84.7％ 

 

（５）注意事項 

➢ 「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」については、国が示す調査項目（必需）と、市が設定したも

のとなります。「在宅介護実態調査」は、国が示す調査項目に基づくものとなります。 

➢ 回答する必要のない箇所及び回答すべき箇所でないところを回答している場合は「非該当」として扱

います。 

➢ 設問の構成比は、回答者数（該当設問での該当者数）を基数として百分率（％）で示しています。非

該当者数は、構成比に含まれません。 

➢ 比率は全て百分率（％）で表し、小数点以下第二位を四捨五入し算出しているため合計が 100％にな

らない場合があります。 

➢ 複数回答については、回答者数を基数として百分率（％）で示しています。合計値は 100％にならな

い場合があります。 

➢ グラフ中のｎという表記は、number of caseの略であり、集計対象者総数（あるいは回答者限定設

問の限定条件に該当する人数）を表しています。  
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（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果の概要 

【普段の生活において、介護・介助が必要か】 

普段の生活における介護・介助の必要性については、全体では「介護・介助は必要ない」

が 80.7％と多数を占めていますが、認定有無別にみると、認定を受けている人は「介護・介

助は必要ない」が 21.8％と低く、「現在、何らかの介護を受けている」が 41.2％と高くなっ

ています。 

年齢別にみると、年齢階層が高くなるほど「介護・介助は必要ない」が低下し、「何らか

の介護・介助は必要だが、現在は受けていない」及び「現在、何らかの介護を受けている」

が上昇する傾向がみられます。今後、高齢化がさらに進むことが予想されており、高齢者の

健康の維持・増進はもちろん、介護・介助の需要が増大することを踏まえて介護支援体制の

強化推進が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※クロス集計表の表側（分類層）は、無回答及び非該当を表記していないため、各層の実数

と集計対象者総数が一致しないことがあります。 

  

80.7%

21.8%

87.0%

90.9%

91.9%

81.3%

73.4%

52.4%

45.9%

8.3%

30.3%

6.2%

2.9%

2.7%

7.5%

14.1%

20.4%

29.7%

5.7%

41.2%

2.4%

2.5%

1.7%

5.4%

7.6%

17.0%

16.2%

5.3%

6.7%

4.4%

3.7%

3.7%

5.7%

4.9%

10.2%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９0歳以上（n=37）

介護・介助は必要ない 何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない 現在、何らかの介護を受けている 無回答

【普段の生活における介護・介助の必要性（単一回答）】 
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【介護・介助が必要になった主な原因】 

介護・介助が必要になった主な原因は、全体では「高齢による衰弱（20.0％）」が最も高

く、次いで「骨折・転倒（15.2％）」となっています。 

年齢別にみると、65～69歳は「脳卒中（脳出血・脳梗塞等）（38.5％）」が高く、75～79 歳

は「関節の病気（リウマチ等）（18.0％）」が高くなっています。また、年齢階層が高くなる

ほど「高齢による衰弱」が上昇する傾向がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

脳卒中（脳
出血･脳梗

塞等）
心臓病

がん（悪性
新生物）

関節の病
気（リウマ

チ等）

認知症(ア
ルツハイ
マー病等)

糖尿病 骨折・転倒
高齢による

衰弱

全体（n=210） 11.9% 11.4% 7.1% 9.5% 7.1% 9.5% 15.2% 20.0%

【認定有無別】

認定を受けている（n=85） 9.4% 14.1% 5.9% 10.6% 3.5% 10.6% 22.4% 23.5%

認定は受けていない（n=113） 13.3% 8.8% 8.8% 8.0% 10.6% 8.8% 9.7% 18.6%

【年齢別】

６５～６９歳（n=13） 38.5% 15.4% 23.1% 15.4% 15.4% 7.7% 7.7% 7.7%

７０～７４歳（n=18） 11.1% 0.0% 5.6% 5.6% 5.6% 0.0% 5.6% 11.1%

７５～７９歳（n=50） 10.0% 12.0% 6.0% 18.0% 10.0% 14.0% 12.0% 14.0%

８０～８４歳（n=57） 14.0% 10.5% 10.5% 3.5% 5.3% 8.8% 14.0% 24.6%

８５～８９歳（n=55） 7.3% 12.7% 3.6% 9.1% 5.5% 10.9% 16.4% 21.8%

９０歳以上（n=14） 7.1% 21.4% 0.0% 7.1% 7.1% 7.1% 50.0% 42.9%

11.9%

11.4%

7.1%

5.2%

9.5%

7.1%

0.5%

9.5%

1.9%

4.3%

15.2%

6.7%

20.0%

14.8%

1.4%

27.6%

0% 10% 20% 30% 40%

脳卒中（脳出血･脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

関節の病気（リウマチ等）

認知症(アルツハイマー病等)

パーキンソン病

糖尿病

腎疾患（透析）

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎損傷

高齢による衰弱

その他

不明

無回答

n=210

【介護・介助が必要になった主な原因（複数回答）】 

＜主な回答のクロス集計＞ 

※介護・介助が必要と回答した人を対象 
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【外出の状況】 

週当たりの外出の状況についてみると、全体では「週に２～４回（41.2％）」が最も高く、

次いで「週５回以上（36.7％）」になっています。「ほとんど外出しない（6.3％）」は最も低

く、本市の高齢者は週当たりの外出が多いことが伺えます。 

認定有無別では、認定を受けている人は「ほとんど外出しない」が 26.9％となっており、

認定を受けていない人の 4.2％と比較すると 22.7ポイント高くなっています。 

年齢階層別では、年齢階層が高くなるほど「週５回以上」が低下し、「ほとんど外出しな

い」及び「週１回」が上昇しています。 
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13.2%

9.9%

10.6%

13.7%

16.0%

20.4%

32.4%

41.2%

46.2%

40.9%

34.6%

41.6%

42.2%

45.2%

45.6%

27.0%

36.7%

5.0%

39.5%

50.6%

43.3%

34.5%

28.9%

19.0%

13.5%

2.2%

3.4%

2.1%

1.6%

2.0%

2.3%

2.7%

2.7%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９０歳以上（n=37）

ほとんど外出しない 週１回 週2～4回 週5回以上 無回答

【外出の状況（単一回答）】 
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【食べることについて】 

食べ物や飲み物の飲み込みがうまくできないことはあるかについては、全体では「問題な

く飲み込めている（45.5％）」が最も高く、次いで「めったにない（32.4％）」となっていま

すが、「ときどきある（19.7％）」と「ひんぱんにある（1.2％）」を合わせて 20.9％がうまく

飲み込みができないという結果となっています。 

認定有無別では、認定を受けている人が「ひんぱんにある」と「ときどきある」の合計が

約５割となっています。 

年齢階層別では、年齢階層が高くなるほど「問題なく飲み込めている」が低下し「ときど

きある」が上昇傾向にあります。 

食べ物や飲み物をうまく飲み込めるかどうかは、食事の際に“自分の歯”で“咀嚼
そしゃく

を十分

できているか”が重要です。歯の喪失が少なく、よく噛んで食事している人は生活の質及び

活動能力が高く、運動・視聴覚機能に優れていることが統計分析等※で明らかになっていま

す。そのため、口腔
こうくう

機能※の維持・増進についても取組を充実していくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生科学研究「口腔保健と全身的な健康状態の関係に関する研究」 
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15.2%
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31.3%

27.0%
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28.6%

32.7%

26.7%

33.0%

35.5%

30.8%

28.6%

43.2%

45.5%

22.7%

47.7%

56.4%

49.3%

43.5%

40.3%

37.4%

27.0%

1.1%

1.7%

1.0%

1.2%

0.7%

1.6%

1.1%

1.4%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９０歳以上（n=37）

ひんぱんにある ときどきある めったにない 問題なく飲み込めている 無回答

【食べ物や飲み物の飲み込みがうまくできるか（単一回答）】 
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【健康状態】 

主観的健康感は、全体では「まあよい（65.7％）」が多数を占め、「とてもよい（12.6％）」

と合わせると 78.3％となっています。また、全体では「あまりよくない（16.6％）」と「よ

くない（2.5％）」の合計は 19.1％となりますが、認定有無別にみると、認定を受けている人

は 45.4％と高くなっています。 

年齢階層別では、年齢階層が高くなるほど「とてもよい」及び「まあよい」が低下し、「あ

まりよくない」及び「よくない」が上昇する傾向がみられるため、高齢化が進む本市におい

て、健康の保持増進、介護予防の取組は、ますます重要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.6%

1.7%

13.8%

14.0%

14.5%

13.2%

11.0%

10.9%

2.7%

12.6%

13.5%

65.7%

49.6%

67.5%

73.7%

68.7%

65.5%

59.7%

53.7%

64.9%

67.0%

63.8%

16.6%

37.8%

14.4%

9.9%

13.1%

16.1%

22.1%

25.2%

27.0%

16.1%

16.7%

2.5%

7.6%

1.8%

2.1%

0.7%

2.8%

3.0%

6.1%

2.7%

2.5%

2.6%

2.7%

3.4%

2.4%

0.4%

3.0%

2.3%

4.2%

4.1%

2.7%

1.7%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９０歳以上（n=37）

【性別】

男性（n=801）

女性（n=660）

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

【健康状態（単一回答）】 
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【生きがいについて】 

生きがいについては、全体では「生きがいあり（53.4％）」、「思いつかない（36.8％）」と

なっています。 

 年齢階層別では、年齢階層別が高くなるほど「生きがいあり」が低下傾向にあります。 

 性別では、男性が「生きがいあり」が約５割となり、女性が５割台半ばとなっています。 

 生きがいのある高齢者は、健康寿命や平均寿命が高くなる傾向にあるという国の調査結果

や、「人生の目的」がある高齢者は要介護になりにくいという調査データもあります。本市

の高齢者も「生きがい」をもって暮らしていけるように、地域交流の推進や社会貢献の場の

創出といった支援体制の強化が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

53.4%

47.9%

54.1%

61.3%

52.7%

51.6%

53.2%

49.0%

45.9%

51.9%

55.9%

36.8%

42.9%

36.5%

32.5%

40.6%

36.5%

36.5%

34.7%

40.5%

40.6%

31.7%

9.8%

9.2%

9.4%

6.2%

6.7%

11.9%

10.3%

16.3%

13.5%

7.5%

12.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９０歳以上（n=37）

【性別】

男性（n=801）

女性（n=660）

生きがいあり 思いつかない 無回答

【生きがいについて（単一回答）】 
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【地域づくりを進める活動への参加者としての参加意向】 

地域づくりを進める活動への参加者としての参加意向は、全体では「参加してもよい

（44.8％）」が最も高く、次いで「参加したくない（36.4％）」となっています。 

「ぜひ参加したい（6.3％）」と「参加してもよい（44.8％）」の参加意向のある割合は 51.1％

と約５割となっています。 

認定有無別では、認定を受けていない人は参加意向のある割合が 52.7％となり、認定を

受けている人よりも 10.7ポイント高くなっています。 

年齢階層別では、年齢階層が高くなるほど参加意向のある割合が低下し、特に 85 歳以上

では低下が著しくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【地域づくりを進める活動への参加者としての参加意向（単一回答）】 

6.3%

8.4%

6.4%

3.3%

6.7%

6.2%

9.1%

5.4%

8.1%

44.8%

33.6%

46.3%

54.3%

48.5%

47.4%

38.8%

30.6%

27.0%

36.4%

42.9%

35.7%

37.9%

37.2%

34.5%

34.6%

36.7%

37.8%

5.4%

3.4%

5.6%

2.9%

4.4%

4.4%

7.6%

11.6%

2.7%

7.2%

11.8%

5.9%

1.6%

3.2%

7.5%

9.9%

15.6%

24.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９０歳以上（n=37）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答
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【地域づくりを進める活動への世話役としての参加意向】 

地域づくりを進める活動への世話役としての参加意向は、全体では「参加したくない

（53.7％）」が最も高く、次いで「参加してもよい（31.8％）」となっています。 

「ぜひ参加したい（2.3％）」と「参加してもよい（31.8％）」の参加意向のある合計割合

は 34.1％となっています。 

認定有無別では、参加意向のある割合は、認定を受けていない人が 34.9％となり、認定を

受けている人よりも 7.1ポイント高くなっています。 

年齢階層別では、年齢階層が高くなるほど「参加してもよい」が低下する傾向がみられま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.3%

1.7%

2.4%

1.2%

2.2%

2.6%

1.9%

2.7%

5.4%

31.8%

26.1%

32.5%

32.5%

37.7%

31.9%

28.1%

23.1%

24.3%

53.7%

57.1%

53.8%

60.5%

53.4%

53.6%

51.3%

50.3%

48.6%

4.4%

1.7%

4.6%

2.9%

3.2%

4.1%

6.5%

7.5%

2.7%

7.8%

13.4%

6.7%

2.9%

3.4%

7.8%

12.2%

16.3%

18.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９０歳以上（n=37）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

【地域づくりを進める活動への世話役としての参加意向（単一回答）】 
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【地域活動の参加状況】 

地域活動の参加状況についてみると、いずれの地域活動においても「参加していない」が

４～５割で最も高くなっています。「週１回」以上の参加割合でみると、「収入のある仕事」

が「週４回以上（13.0％）」「週２～３回（4.9％）」「週１回（1.2％）」と合計で 19.1％と最

も高くなっています。次いで「スポーツ関係のグループやクラブ」が「週４回以上（3.5％）」

「週２～３回（6.3％）」「週１回（4.5％）」と合計で 14.3％となっています。 

「ボランティアのグループ」、「学習・教養サークル」、「介護予防のための通いの場」、「老

人クラブ」、「町内会・自治会」は「週１回」以上の合計が、いずれも５％未満と低くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【地域での活動の参加状況（単一回答）】 

0.3%

3.5%

2.5%

0.1%

0.3%

1.1%

0.5%

13.0%

1.1%

6.3%

4.4%

0.5%

1.1%

0.8%

0.5%

4.9%

0.7%

4.5%

6.3%

1.2%

1.9%

1.0%

0.7%

1.2%

4.7%

4.5%

10.0%

2.1%

0.7%

2.5%

3.7%

1.9%

6.1%

3.5%

5.2%

3.9%

1.9%

5.3%

12.1%

1.4%

54.1%

48.4%

44.8%

57.4%

59.0%

56.7%

48.6%

45.9%

33.1%

29.3%

26.9%

34.8%

35.2%

32.7%

34.0%

31.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全体（n=1,504）】

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤介護予防のための通いの場

⑥老人クラブ

⑦町内会・自治会

⑧収入のある仕事

週4回以上 週2回～3回 週1回 月1～3回 年に数回 参加していない 無回答
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【認知症に係る施策の認知状況】 

認知症に関する相談窓口の認知については、全体では「いいえ」が 72.1％で多数を占め、

「はい」は 20.9％となっています。 

認定有無別及び年齢階層別では、特徴的な傾向はみられませんが、東地区での認知度は３

割弱で、他の地域よりも高くなっています。 

認知症の症状がある、又は家族等にいる人の認知度は比較的高く「はい」が約５割となっ

ていますが、認知症の症状がある、又は家族等にいる人でも、認知症に関する相談窓口を約

半数の方が知らないという結果となっています。今後も認知症窓口はもちろん、認知症に関

する正しい知識の普及と啓発が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20.9%

19.3%

21.4%

26.7%

21.7%

20.2%

17.5%

20.4%

16.2%

22.0%

18.1%

19.7%

29.8%

49.2%

19.5%

72.1%

73.9%

72.5%

70.8%

72.9%

72.5%

74.1%

69.4%

70.3%

73.9%

74.0%

69.2%

57.0%

50.8%

77.8%

7.0%

6.7%

6.1%

2.5%

5.4%

7.3%

8.4%

10.2%

13.5%

4.2%

7.9%

11.1%

13.2%

0.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９０歳以上（n=37）

【地域別】

笠懸地域（n=746）

大間々地域（1区～14区）（n=504）

大間々地域（15区～17区）（n=117）

東地域（n=114）

【認知症の症状がある、

又は家族等にいる】

はい（n=122）

いいえ（n=1,298）

はい いいえ 無回答

【認知症に関する相談窓口の認知状況（単一回答）】 
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【地域包括支援センターの認知状況】 

地域包括支援センターの認知状況については、全体では「知らない（33.8％）」及び「名

前くらいは聞いたことがある（32.4％）」が３割台となり、「知っている（26.1％）」は３割

を割っています。 

 認定有無別では、認定を受けている人は「知っている」が５割強ですが、認定を受けてい

ない人は２割台半ばと低くなっています。 

 年齢階層別では、年齢階層が高くなるほど「知らない」が低下する傾向がみられます。 

 地域別では、東地区は「知っている」が約３割台半ばと比較的高く、笠懸地域は２割台半

ばとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.1%

51.3%

24.2%

26.7%

23.4%

27.2%

26.2%

30.6%

29.7%

24.4%

27.0%

28.2%

34.2%

32.4%

23.5%

33.7%

32.5%

32.0%

33.2%

34.6%

27.9%

32.4%

32.7%

32.5%

32.5%

30.7%

33.8%

15.1%

36.0%

39.1%

39.4%

32.6%

27.8%

28.6%

18.9%

38.3%

31.7%

27.4%

21.1%

7.6%

10.1%

6.2%

1.6%

5.2%

7.0%

11.4%

12.9%

18.9%

4.6%

8.7%

12.0%

14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,504）

【認定有無別】

認定を受けている（n=119）

認定は受けていない（n=1,315）

【年齢別】

６５～６９歳（n=243）

７０～７４歳（n=406）

７５～７９歳（n=386）

８０～８４歳（n=263）

８５～８９歳（n=147）

９０歳以上（n=37）

【地域別】

笠懸地域（n=746）

大間々地域（1区～14区）（n=504）

大間々地域（15区～17区）（n=117）

東地域（n=114）

知っている 名前くらいは聞いたことがある 知らない 無回答

【地域包括支援センターの認知状況（単一回答）】 
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【これからの生活をどこで暮らしたいか】 

これからの生活をどこで暮らしたいかについては、全体では「出来るだけ自分の家で住み

続けたい（79.8％）」に回答が集中し、次いで「あまり考えたことはない（6.7％）」となっ

ています。また、認定有無別、年齢階層別でも特に傾向は見られません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

79.8%

1.1%

0.5%

1.9%

1.8%

6.7%

1.4%

0.6%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できるだけ自分の家で住み続けたい

子どもや兄弟の家で同居したいと

思っている

少し高くても、サービスや設備の整った有

料老人ホーム等の施設で暮らしたい

介護保険サービスを利用して入所できる、

介護保険の施設で暮らしたい

とにかく安い、特別養護老人ホーム等の施

設で暮らしたい

あまり考えたことはない

考えたくはない

その他

無回答 n=1504

【これからの生活をどこで暮らしたいか（単一回答）】 

できるだけ自
分の家で住
み続けたい

子どもや兄弟
の家で同居し
たいと思って

いる

少し高くて
も、サービス
や設備の

整った有料老
人ホーム等

の施設で暮ら
したい

介護保険
サービスを利
用して入所で
きる、介護保
険の施設で
暮らしたい

とにかく安
い、特別養護
老人ホーム
等の施設で
暮らしたい

あまり考えた
ことはない

考えたくはな
い

全体（n=1,504） 79.8% 1.1% 0.5% 1.9% 1.8% 6.7% 1.4%

【認定有無別】

認定を受けている（n=119） 79.0% 1.7% 0.0% 4.2% 1.7% 5.9% 1.7%

認定は受けていない（n=1,315） 80.7% 0.9% 0.5% 1.6% 1.8% 6.8% 1.4%

【年齢別】

６５～６９歳（n=243） 82.3% 0.0% 0.8% 0.8% 1.6% 9.1% 0.8%

７０～７４歳（n=406） 81.5% 0.7% 0.2% 1.2% 1.5% 6.9% 2.0%

７５～７９歳（n=386） 79.8% 1.3% 0.0% 2.1% 2.8% 6.5% 1.3%

８０～８４歳（n=263） 77.9% 1.9% 0.8% 3.4% 1.5% 6.5% 0.8%

８５～８９歳（n=147） 78.9% 1.4% 0.7% 1.4% 1.4% 4.8% 2.0%

９０歳以上（n=37） 70.3% 0.0% 2.7% 5.4% 0.0% 2.7% 2.7%

【地域別】

笠懸地域（n=746） 80.7% 1.5% 0.4% 1.7% 1.9% 7.2% 1.3%

大間々地域（1区～14区）（n=504） 81.5% 0.4% 0.2% 1.8% 1.6% 6.2% 1.8%

大間々地域（15区～17区）（n=117） 70.9% 0.9% 0.0% 3.4% 2.6% 9.4% 0.9%

東地域（n=114） 77.2% 1.8% 2.6% 1.8% 1.8% 3.5% 0.9%

＜主な回答のクロス集計＞ 
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（２）在宅介護実態調査結果の概要 

【主な介護者の年齢】 

主な介護者の年齢は、「50 代（29.8％）」が最も高く、次いで「60 代（27.8％）」、「70 代

（18.0％）」となっています。前回調査と比較すると、「60代」の主な介護者は減少している

ものの、「50代」「70代」「80代」は多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【主な介護者の年齢（単一回答）】 

0.0%

0.5%

0.5%

5.4%

29.8%

27.8%

18.0%

16.1%

0.0%

0.0%

0.3%

0.6%

8.6%

27.3%

34.0%

14.9%

13.0%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代以上

わからない

今回調査（n=205）

前回調査（n=315）
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【就労している介護者の状況について】 

主な介護者の勤務形態は、「働いていない（42.4％）」が最も高く、次いで「フルタイムで

働いている（34.6％）」、「パートタイムで働いている（19.0％）」となっています。 

また、今後の就労については、「問題はあるが、何とか続けていける（52.7％）」が最も高

く、次いで「問題なく、続けていける（30.9%）」となっています。前回調査と比較すると、

「問題なく、続けていける」が低下し、「問題はあるが、何とか続けていける」が高くなっ

ていることから、介護と就労の両立に問題が増えていることが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.6%

35.5%

36.2%

28.9%

19.0%

25.8%

12.8%

18.4%

42.4%

32.3%

47.9%

47.4%

1.0%

3.2%

1.1%

0.0%

2.9%

3.2%

2.1%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=205）

【介護度３区分】

要支援1・2（n=31）

要介護1・2（n=94）

要介護3以上（n=38）

フルタイムで働いている パートタイムで働いている

働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

【介護者の就労状況（単一回答）】 

30.9%

52.7%

4.5%

1.8%

5.5%

4.5%

42.0%

41.0%

5.0%

2.0%

5.0%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

問題なく、続けていける

問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい

続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

今回調査（n=110）

前回調査（n=200）

【今後も働きながら介護を続けていけるか（単一回答）】 
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【主な介護者が不安に感じる介護について】 

主な介護者の方が不安に感じる介護等については、「外出の付き添い、送迎等（38.5％）」

が最も高く、次いで「入浴・洗身（31.7％）」「屋内の移乗・移動（28.3％）」「認知症状への

対応（24.9％）」となっています。不安に感じる介護については、ほとんどの項目で前回調

査よりも割合が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20.0%

18.0%

7.8%

31.7%

7.3%

9.8%

28.3%

38.5%

17.6%

24.9%

2.0%

24.4%

22.9%

16.1%

4.4%

12.2%

4.4%

2.0%

18.3%

17.8%

8.6%

18.3%

6.1%

8.1%

22.2%

18.3%

10.8%

23.5%

6.1%

14.9%

14.4%

8.1%

8.1%

10.0%

11.2%

10.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

今回調査（n=205）

前回調査（n=315）

【主な介護者が不安に感じる介護（複数回答）】 
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第４節 主な課題の整理 

健康づくり推進による介護予防・重度化防止の強化 

すべての高齢者が健やかで生き生きした暮らしを続けるためには、「健康寿命」の延伸が

重要です。そのためには、適度な運動やバランスの取れた栄養摂取により免疫力や代謝を向

上させ、病気や慢性疾患のリスクを低減することが求められます。 

そのためには、運動、歯と口腔、栄養などの点から高齢者の保健事業と介護予防を一体的

に実施するとともに、市民の主体的な活動による通いの場などの健康づくりへの参加を促し、

オーラルフレイル（些細な口の機能の衰え）やフレイル※（加齢に伴う心身の衰え）の進行

を抑える必要があります。 

介護人材の確保とサービス支援体制の基盤整備 

 総人口が減少する一方で高齢者人口は増え、生産年齢人口が減るという状況が続いており、

今後もその傾向が加速することを考慮すると、介護を必要とする高齢者が増加するにもかか

わらず、介護等を行う人材の確保がますます困難になると考えられます。そのため、介護人

材の確保に向けた取組強化のほか、ケアの質を確保しながら必要な介護サービスを提供する

ために、介護サービス業務の効率化及び質の向上に取り組むことが重要です。 

今後も国や群馬県と連携を図りながら介護職への参入促進を図りつつ、介護現場の定着促

進に加え、介護ロボットの導入やＩＣＴ※の活用など介護現場の生産性向上に向けた取組を

一体的に推進していく必要があります。 

高齢者の社会参加の更なる促進 

高齢化が進むことにより、「高齢者夫婦世帯」や「ひとり暮らし高齢者世帯」が増えてお

り、こうした世帯は社会的に孤立するリスクが高いことから、高齢者の社会参加や生きがい

づくりの必要性が高まっています。 

アンケート調査の結果からも生きがいをもっている方は、約半数程度に留まっており、社

会が多様化する中で個人の適正や考え方に合う生きがいを見つけることが難しいという課

題もあります。 

本市においては、高齢者自身が主体的に活動できる場の提供や、地域での活動を促進する

きっかけづくりを強化します。また、高齢者が就労を希望する場合には、みどり市シルバー

人材センターと連携しながら、長年にわたり蓄積した知識や経験を生かせる仕事の機会を提

供してまいります。 

高齢者が心身ともに健康で充実した生活を送るために、同世代との交流だけでなく、世代

を超えた交流など高齢者の多様なニーズを理解し、高齢者がこれからも活力を持ち続け、豊

かな地域社会を築くためにも、高齢者の社会参加を促進していく必要があります。 
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認知症施策の強化・推進 

在宅介護実態調査のアンケート結果から、主な介護者が不安に感じる介護の一つに「認知

症状への対応」が上位に挙げられています。本市でも高齢化が今後さらに進行し、加齢によ

る認知症患者の増加が見込まれます。 

令和元年に開催された認知症施策推進関係閣僚会議において「認知症施策推進大綱」が策

定されました。この大綱で認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活

を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しながら｢共生｣と｢予防｣を車の両

輪として施策を推進するという方針が示されました。 

認知症施策の推進には、認知症に対する正しい知識・理解の普及啓発、通いの場などの認

知症予防の取組、地域における包括的かつ持続的なサポート体制を強化し、認知症患者とそ

の家族を支援することが重要です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

本計画は、本市における高齢者福祉の推進に関する施策を総合的、計画的に推進するため

のものです。そこで、本市の地域福祉分野における上位計画である「地域福祉計画」の基本

理念を踏まえ、本計画における『基本理念』を下記の通り定めます。この基本理念のもと、

誰もが自分らしく生きていける社会の実現に向け、市民・地域・行政が協働して各種取組を

推進していきます。 

 

 

 

 

 

第２節 基本目標 

【基本目標１】尊厳が守られ、自分らしく暮らせる地域体制の確立 

高齢者の尊厳が守られ、自分らしく暮らせる地域体制を確立するため、これまで取り組

んできた在宅医療・介護連携の推進や認知症施策の充実、生活支援体制の整備、権利擁護

の推進等を引き続き取り組みます。 

【基本目標２】健やかで自立した暮らしへの支援 

健やかで自立した暮らしへの支援を推進するため、高齢者が自ら健康づくりや介護予防

に関心を持ち、継続的に取り組めるような健康づくりや介護予防・重度化予防のための活

動を行うとともに、介護予防・生活支援サービス事業や高齢者福祉サービス等の充実に努

めます。 

【基本目標３】介護が必要になっても安心して暮らせる介護体制の確立 

介護が必要になっても安心して暮らせる介護体制を確立するため、地域の特性に応じた

認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の促進、医療・介護の情報基盤の整備の推進、

介護人材確保及び業務効率化の取組の強化など、社会福祉基盤の整備を推進します。 

【基本目標４】計画の実効性の向上 

  計画の実効性向上を図るため、事業者のサービス提供体制及び介護報酬請求の適正化、

要介護認定の適正化等、介護給付の適正化を推進し、本計画の実効性を高めるための体制

整備を強化します。 

みんなが輝く どんなときも支え合える 理想のまち 
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第３節 計画の体系 

基本 
理念 

基本目標 施策の方向 施策 

み
ん
な
が
輝
く 

ど
ん
な
と
き
も
支
え
合
え
る 
理
想
の
ま
ち 

【基本目標１】 

尊厳が守られ、自分

らしく暮らせる地域

体制の確立 

【施策の方向１】 

地域包括ケアシステムの構築 

・地域包括支援センターの充実 

・在宅医療・介護の連携推進 

・認知症施策の推進 

・生活支援体制の整備 

・高齢者の権利を守る体制づくり 

・包括的・継続的ケアマネジメント※ 

・介護人材の育成と確保 

【施策の方向２】 

地域福祉の推進 

・福祉意識の啓発 

・地域福祉活動の活性化 

【施策の方向３】 

暮らしやすい地域づくり 

・居住の場の充実 

・安全な生活環境づくり 

【基本目標２】 

健やかで自立した暮

らしへの支援 

【施策の方向１】 

介護予防・日常生活支援総合

事業※の充実 

・介護予防・生活支援サービス事業の充実 

・一般介護予防事業の推進 

【施策の方向２】 

健康づくりの推進 

・健康の維持増進 

・生活習慣病予防 

【施策の方向３】 

多様な高齢者の支援策の充実 

・高齢者福祉施策の推進 

・家族介護支援 

【施策の方向４】 

高齢者の社会参加の促進 

・多様な社会参加への促進 

・高齢者の通いの場・機会の充実 

【基本目標３】 

介護が必要になって

も安心して暮らせる

介護体制の確立 

【施策の方向１】 

予防給付・介護給付の充実 

・居宅サービスの充実 

・地域密着型サービスの充実 

・施設サービスの充実 

・共生型サービスの充実 

【施策の方向２】 

介護保険給付費及び保険料

等の見込み 

・介護保険給付費等の推計 

・保険料の推計 

【基本目標４】 

計画の実効性の向上 

【施策の方向１】 

介護保険事業の適正な運営 

・介護給付費等適正化の取り組み 

・介護保険サービスの質の向上 

・災害や感染症発生時等、非常時における支援策 

【施策の方向２】 

推進体制の整備 

・行政内部での関係部門との連絡体制の充実 

・地域関係団体との連携体制の充実 

・計画の進捗管理体制の充実 
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第４章 施策の展開 

基本目標１ 尊厳が守られ、自分らしく暮らせる地域体制の確立 

施策の方向１ 地域包括ケアシステムの構築 

本市では、総人口の減少が続く一方で高齢者人口の増加は続き、高齢化が進む中で、いわ

ゆる団塊の世代全てが 75歳以上となる 2025年（令和７年）を見据え、介護保険制度の持続

可能性を維持しながら、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自

立した日常生活を営むことを可能としていくことを目指しています。そのためには、限りあ

る社会資源を効率的かつ効果的に活用しながら、十分な介護サービスの確保のみならず、医

療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保するための体制と

して「地域包括ケアシステム」の深化・推進が求められます。 

本計画中に 2025 年（令和７年）を迎えることになりますが、その先を展望すると、いわ

ゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる 2040 年（令和 22 年）が控えており、既に減少に

転じている生産年齢人口（15歳から 64歳の人口）の減少が加速する中で、高齢者人口がピ

ークを迎えることが予想されます。その結果、医療・介護の複合的ニーズを有する慢性疾患

等の高齢者が増加し、医療・介護の連携の必要性がますます高まると考えられます。 

本市では、中長期的な介護ニーズに応じた介護サービス基盤を強化し、医療提供体制と一

体的に整備していきます。また、今後も生活支援や介護予防、認知症施策などの地域づくり

に関係する取組等を推進し、地域住民や地域の多様な主体が世代や分野を超えてつながり、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を目

指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 HP「地域包括ケアシステム」 
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（１）地域包括支援センターの充実 

地域包括支援センターでは、高齢者が住み慣れた地域において、自立した日常生活を営む

ことができるように、保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー※を配置し、保健・医療・

福祉・介護の各分野と連携を図りながら、包括的・継続的な支援を行います。 

そのため、地域包括支援センターにおける地域包括ケアを効率的、効果的に提供していけ

るように、保健・医療・福祉・介護等の各専門機関やインフォーマルサービス※等、様々な

社会資源の有機的な連携を支援します。 

あわせて、地域包括支援センターの認知度を向上させるよう、市民への周知を図ります。 

また、地域包括支援センター運営協議会や地域ケア会議等の開催にあたっては、多職種連

携の強化を図る観点から、他団体との総合調整等に努めます。 

地域包括ケアシステムの構築にあたって、地域包括支援センターの役割の重要性が増して

いるため、地域包括支援センターの機能強化が図れるように、各地域包括支援センター間の

連携等、他地域の事例も参考にしながら、組織体制や市との連携の在り方等を検討します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

地域包括支援センターの運営を社会福祉協議会に委託することによ

り、在宅高齢者支援機関など社会福祉協議会に委託している各種事業

と連携を図りながら、高齢者の支援体制を構築することができました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

社会情勢の変化により高齢者が抱える問題はより複雑化、多様化し、

地域包括支援センターの重要性は増しています。高齢者やケアマネジ

ャーからの相談が増加する中で、現在の圏域設定も検証する必要があ

ります。また、アンケート結果から地域包括支援センターを知らない

高齢者も３割程度いることからも、地域包括支援センターの役割や活

動について周知を進める必要があります。 

《地域包括支援センターの設置状況》 

笠懸圏域 みどり市地域包括支援センター笠懸（みどり市社会福祉協議会（本所）内） 

大間々圏域 みどり市地域包括支援センター大間々（みどり市大間々町庁舎内） 

東圏域 みどり市地域包括支援センター東（老人福祉センター（まごころ）内） 
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ア．総合相談事業 

 地域包括支援センターにおいて、高齢者本人、家族、民生委員※、市社会福祉協議会等か

らの相談や実態把握を通じた相談を受け、的確に情報を把握するとともに、専門的又は緊急

対応の必要性の判断を行い、相談内容に即した制度・施策及びサービス機関等の情報提供や、

必要に応じて関係機関へつないでいきます。また、夜間や休日については、電話での対応を

行っています。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

地域包括支援センターを３圏域（笠懸・大間々・東）に設置し、相談

体制の充実を図りました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

社会情勢の変化や高齢化の進行により、高齢者に対する相談の増加に

加え、内容も多様化・複雑化しています。地域包括支援センターでの

対応だけでなく、重層的支援体制整備事業による多機関連携による相

談体制も推進していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

 《地域包括支援センターの相談件数》 

 

 

 

 

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

5,428件 5,648件 3,746件 

 

 

イ．専門的・継続的な相談支援 

 専門的・継続的な関与又は緊急の対応が必要と判断した場合には、速やかに当事者への

訪問や、当事者に関わる様々な関係者からの詳細な情報収集を行い、当事者に関する課題

を明確にし、支援計画までを視野に入れたアセスメント※を行います。 

個別の支援計画に基づき、適切なサービスや制度、機関へつなぐとともに、当事者や当

該関係機関から、定期的に情報収集を行い、期待された効果の有無を確認するなど、継続

的な相談支援を行います。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

各圏域に３職種（保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー）を配置

し、関係者や関係機関と連携を図りながら当事者にとって必要なサー

ビスや制度につなぎ継続的な相談支援を行ってきました。 
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【課題と第９期計画の方向性】 

３職種の人材確保が年々困難となっているため、委託先とも協議を進

めながら人材確保に向けた取組を検討する必要があります。 

 

（２）在宅医療・介護の連携推進 

地域包括ケアシステムの構築においては、在宅医療・介護の連携体制の整備が重要であり、

本市では桐生市医師会に委託して開設した「在宅医療介護連携センターきりゅう」において、

在宅医療・介護の連携を支援する相談対応を行っています。 

在宅医療・介護の連携に関する問題点を把握し、課題解決に取り組むため、在宅医療・介

護の連携推進を目的とした研修会の開催や、在宅医療・介護が連携する検討会議の開催等、

地域のネットワークづくりに努めます。 

また、桐生市・桐生市医師会と共同し作成したエンディングノート※の普及啓発に努めま

す。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

桐生市医師会（在宅医療介護連携センターきりゅう）に委託し、在宅

医療・介護連携の課題の把握と課題解決に向けて医療機関・介護事業

所等からの相談支援を行いました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

在宅医療介護連携センターきりゅうと連携を図りながら、引き続き在

宅医療・介護の連携を推進する必要があります。 

【第８期計画実績】 

《在宅医療介護連携センターきりゅうの相談件数》 

 

 

 

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

92件 51件 25 件 

 

（３）認知症施策の推進 

認知症は誰にでも起こりうる身近な病気であり、認知症になっても住み慣れた地域で安心

して生活できるように、地域包括支援センターにおいて認知症に関する相談支援や、認知症

初期集中支援チーム※による認知症の早期発見・早期対応に努めています。 

国が示す「認知症施策推進大綱」では、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を
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持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人本人や家族の視点を重視しながら「共

生」と「予防」を車の両輪として取り組むことが必要であると示されています。そのため、

引き続き本人や家族の意見を踏まえて認知症施策の充実に努めます。 

あわせて、認知症に関する相談窓口及び各種認知症施策の認知度を向上させるよう、市民

への周知を図ります。 

 

ア．認知症支援体制の強化（認知症初期集中支援チーム※及び認知症地域支援推進員※） 

 桐生市医師会に委託して「認知症初期集中支援チーム」を設置しました。また、「認知症

地域支援推進員」を配置して本人及びその家族を訪問し、アセスメントや家族支援等の初

期支援を包括的、集中的に行い、自立生活のサポートを行います。 

地域包括支援センターと連携して取り組んでいますが、特に処遇困難な事例に関して対

応していることが多く現状は対応件数が限られています。短期間で集中支援を行い、早期

解決を図ることが大切であり、今後もかかりつけ医を含め関係機関と連携し、支援体制の

強化に努めていきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

認知症初期集中支援チームの設置及び認知症地域推進員の配置を桐生

市医師会（在宅医療介護連携センターきりゅう）に委託し、事業を推

進しました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

認知症の人が住み慣れた地域で生活し続けることができるよう、地域

で認知症の人とその家族を支える仕組を構築していく必要がありま

す。 

【第８期計画実績】 

《認知症初期集中支援チーム相談件数》 

 

 

 

 

《認知症地域支援推進員の研修会・連携会議の開催数》 

  

 

 

 

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

44件 127件 105件 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

167回 104回 62回 
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《認知症初期集中支援チーム検討委員会開催数》 

 

 

 

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

3回 2回 1回 

 

イ．認知症に関する啓発活動の推進 

 広報紙や市ホームページ等に掲載している認知症に関する掲載情報を通じて、認知症に

関する正しい知識の普及啓発に努めます。 

また、認知症になっても自分らしく暮らすことができるよう、認知症ケアパス※等を活用

しながら、認知症の早期発見・早期対応、継続した支援に努めていきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

広報紙や市ホームページに認知症に関する情報を掲載し、認知症に関

する正しい知識の普及啓発に努めました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

アンケート調査の結果から認知症に関する相談窓口を約７割の人が知

らないという結果も出ているため、地域包括支援センターや認知症地

域支援推進員と連携を図りながら、認知症に関する知識や相談窓口な

どの情報をより多くの方に知ってもらえるよう情報発信を行ってまい

ります。また、認知症ケアパスの作成も含め情報発信の方法も合わせ

て検討していく必要があります。 

 

ウ．認知症サポーター及び認知症キャラバンメイトの活動の充実 

 認知症になっても安心して暮らせるように地域における認知症高齢者の見守り体制を構

築するため、認知症キャラバンメイトの協力による「認知症サポーター養成講座」を継続

し、より多くの認知症サポーターの育成に引き続き努めます。 

また、増加する認知症の問題に対応するため、見守り活動等が行えるボランティアの育

成やネットワークづくりに取り組みます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

認知用サポーター養成講座及び認知症ステップアップ研修の講習会を

開催し、サポーターの養成を行いました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

認知症になっても地域で安心して生活できるよう地域で支える仕組を

構築していくため、受講者の活動の場を確保していく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

《認知症サポーター養成講座の開催数・参加者数》 

 

 

 

  

 

 

《認知症キャラバンメイト登録者数》 

 

 

 

 

 

 

 

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

開催数 2回 8回 5回 

延べ参加者数 36人 115人 89人 

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

新規登録者数 2人 2人 4人 

延べ参加者数 54人 56人 60人 

 

エ．認知症高齢者等や家族が集える場の充実 

 認知症高齢者等やその家族の居場所づくり、社会参加、交流、認知症理解を図る目的

で、認知症カフェの更なる充実を図ります。現状では民間の事業者により６か所が運営さ

れています。 

今後は、若年性認知症の方を含め、地域全体の認知症理解促進を図るため、認知症カフ

ェの拡充に努めます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

介護慰労金や家族介護者同士の交流事業など、在宅で介護をしている

家族への支援を実施しました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

新型コロナウィルスの影響により認知症カフェの多くが休止のままで

活動再開に至っていません。活動を休止したことにより人員を確保で

きなくなった団体もあり、休止している団体や活動を検討している団

体等を支援し、認知症カフェの活動を支援していく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

《認知症カフェの活動状況》 

 

 

 

  

 

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

活動 0団体 2団体 2団体 

休止 9団体 7団体 4団体 

 

オ．認知症高齢者支援ネットワークの構築 

 徘徊高齢者の早期発見・保護を図るとともに、認知症が引き起こす問題行動に対して迅

速に対応できるよう、群馬県桐生警察署と平成 29 年１月に締結した「認知症徘徊高齢者

等の保護対策に係る連携協定書」が効果的に活用されるように、市民への周知を引き続き

図ります。 また、高齢者の見守り事業や認知症高齢者の権利擁護、虐待防止に向けた取組

を推進します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

高齢者虐待対応・認知症高齢者支援ネットワーク推進会議を開催し、

関係機関との連携を深めました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

新型コロナウィルスの影響で高齢者虐待対応・認知症高齢者支援ネッ

トワーク推進会議が書面開催となり、日頃の活動や課題などの情報交

換が十分に行うことができなかったため、定期的な情報交換の場を検

討していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《高齢者虐待対応・認知症高齢者支援ネットワーク推進会議 

の開催数》 

 

 

 

  

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

2回 2回 0回 
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（４）生活支援体制の整備 

日常的な介護予防・生活支援を必要とする高齢者の在宅生活を支援するため、市社会福祉

協議会に委託して生活支援コーディネーター※を配置するとともに、市全域を活動対象とす

る第１層協議体と、市内各町を活動対象とする第２層協議体をそれぞれ設置し、生活支援体

制の整備に努めています。 

体制整備にあたっては、介護事業所、ＮＰＯ法人、民間企業、ボランティア等、地域の多

様な主体による受け皿を確保するとともに、元気な高齢者が生活支援の担い手として活躍で

きる場の確保等に努めます。 

第１層、第２層協議体を定期的に開催し、地域の課題や地域活動状況等の情報を共有し、

地域ケア会議と連携を図りながら、将来に向けて意見交換を行うとともに、地域課題解決へ

向けた活動の展開を目指します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

第２層協議体で圏域（笠懸・大間々・東）ごとにテーマを決め地域課

題の検討を進めました。 

《各圏域のテーマ》 

笠 懸 圏 域：「社会資源マップ」    

大間々圏域：「見守り」 

東 圏 域：「人口減少と地理的状況」 

【課題と第９期計画の方向性】 

新型コロナウィルスの影響もあり、令和３年度・令和４年度は第１層

の協議体を開催することができませんでした。ＮＰＯ法人や民間企業、

ボランティアなど地域の多様な主体と連携して、地域課題を解決して

いく体制を構築していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《協議体の開催状況》 

 

 

 

  

 

 

  ※令和３年度は新型コロナの影響により協議体の開催が中止と 

   なりました。（令和４年度は第１層協議体のみ中止） 

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

第１層 

協議体 
－ － － 

第２層 

協議体 
－ 14回 20回 
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【みどり市における生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）高齢者の権利を守る体制づくり 

地域住民や民生委員、ケアマネジャー等の支援だけでは十分に問題解決ができない困難な

状況にある高齢者が、住み慣れた地域で安心した生活を維持していけるように支援に努めます。 

特に権利擁護の観点からの支援が必要と判断される場合や虐待の事例を把握した場合は、

速やかに当該高齢者を訪問して状況を確認し適切な対応を図ります。 

 

ア．成年後見制度の利用促進 

 判断能力が低下し、親族の支援を受けることが困難な高齢者を対象に後見等開始の市長申

立を家庭裁判所に行うとともに、成年後見制度の利用を促進するために低所得の高齢者に係

る成年後見制度の申立に要する経費や成年後見人等の報酬の助成を行います。 

また、高齢化が進む中で当該制度の必要性は高まると考えられるため、成年後見制度及び

成年後見制度利用支援事業、日常生活自立支援事業の周知を引き続き行います。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

親族の支援を受けることが困難な高齢者を対象に後見等開始の市長申

立や低所得の高齢者に係る成年後見制度の申立に要する経費や成年後

見人等の報酬の助成を行っています。また、令和４年度には制度周知

用のパンフレットを作成しました。また、令和５年度に成年後見制度

の中核機関を設置し、権利擁護支援の地域ネットワーク化を関係機関

と連携して進めていきます。 

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活支援
サービス等の提供体制の構築に向けたコーディネート機能を担う

【コーディネート機能】

（Ａ）資源開発

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手とし

て活動する場の確保など

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
り
組
み

（Ｂ）ネットワーク構築

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体

制づくり など

（Ｃ）ニーズと取組のマッチング

○ 地域の支援ニーズとサービス提
供主体の活動をマッチング など

① 第１層：市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層：日常生活圏域（中学校区域等）で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

（２）協議体の設置

市町村が主体となり、各地域におけるコーディネーターと生活支援サービス等の提供主体等が参画
し、定期的な情報共有及び連携強化の場として中核となるネットワーク

生活支援サービス等の多様な関係主体の参画例

ＮＰＯ 民間企業 協同組合 ボランティア 社会福祉法人 等
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【課題と第９期計画の方向性】 

成年後見制度の認知度も低いため、支援が必要な人が制度を活用でき

るよう、引き続き広報活動を推進していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《成年後見制度（市長申立）実績》 

 

 

 

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1件 － 1件 

 

イ．高齢者の虐待防止 

 高齢者虐待の事例については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律」等に基づき、適切に対応するとともに、高齢者虐待及び認知症高齢者等を早期発

見し迅速に対応していくため、平成 22 年度に構築したみどり市高齢者虐待対応・認知症高

齢者支援ネットワーク事業を中心に、支援体制の充実を図ります。 

また、初期段階での虐待案件への対応が重要であるため、市内金融機関、公共交通機関、

コンビニエンスストア、新聞販売店、宅配業者、大型商業施設等を訪問し、周知活動を強化

し、警察や消防等の関係機関との連携強化にも努めます。 

さらに、虐待は、家族の介護負担の増加等も背景にあると考えられるため、家族介護に対

する支援の充実にも努めます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

虐待防止、被虐待者の安全確保等に向け、高齢者虐待対応・認知症高

齢者支援ネットワーク推進会議を開催しました。また、令和４年度に

は高齢者虐待の研修会を開催し、関係者の理解を深めました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

高齢者の虐待防止に向け、引き続き関係機関と連携を深めていく必要

があります。 

【第８期計画実績】 

《高齢者虐待防止講演会の参加人数》 

 

 

 

  

 ※令和３年度は新型コロナの影響により講演会は中止となりました。 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

－ 49名 － 
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（６）包括的・継続的ケアマネジメント 

地域の高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、主任ケアマネジャーが中心と

なり、医療機関を含めた関係機関による多職種協働により、地域における包括的・継続的な

ケアを実施します。 

また、地域における健康づくりや交流促進のためのサークル活動、老人クラブ活動、ボラ

ンティア活動など地域における様々な社会資源を活用できるよう、地域の連携・協力体制の

充実を図ります。 

 

ア．地域におけるケアマネジャーのネットワークの推進 

 地域のケアマネジャーの日常的業務の円滑な実施を支援するため、ケアマネジャー相互の

情報交換等を行う場を設け、ネットワークの構築やその活用を図ります。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

地域ケア会議の開催により、医療、介護等の多職種が協働して高齢者

の個別課題の解決を図るとともに、ケアマネジャーのケアマネジメン

トの実践力を高めています。 

【課題と第９期計画の方向性】 

引き続き地域包括支援センターと連携を図りながら、ケアマネジャー

のネットワーク化に向けた支援を検討していく必要があります。 

 

 

イ．支援困難事例等への支援・助言業務 

 高齢者を取り巻く環境の変化や社会の多様化により対応に苦慮する事例が増えています。 

地域のケアマネジャーが抱える支援困難事例等について、地域ケア会議等を通じて地域包

括支援センターの各専門職や地域の関係者、関係機関との連携の下で支援・助言等を行いま

す。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

地域包括支援センターと連携し、ケアマネジャーの相談支援や研修会

の開催など、スキルアップの支援を実施しました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

高齢者の相談はより多様化・複雑化しているため、関係機関と連携を

図りながらケアマネジャーの支援を継続していく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

《地域ケア会議の開催数》 

 

 

 

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

19回 15回 9回 

 

（７）介護人材の育成と確保 

介護人材については、介護や医療の経験豊かな潜在的人材の掘り起こしに加え、多くの人

に介護の仕事の魅力を知ってもらうことで介護職場への参入を促していきます。 

国の第９期計画の基本指針においては、地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介

護現場の生産性の向上の推進等が求められています。そのため、群馬県と連携を図りながら、

介護人材の育成・定着に向けた支援を行うとともに、将来の担い手として、子どもや若者が

介護への理解・関心を高めることができるように、教育機関との連携も視野に、体験学習や

高齢者と接する機会の充実を図るなど、介護職に前向きなイメージを持ってもらう取り組み

も検討します。 

また、外国人介護人材や介護ロボット、ＩＣＴの活用等について他市町村の状況を参考に

しながら事業者と連携して検討を進めます。 

 介護人材の確保については地域人材の育成も重要な課題です。介護予防サポーターや認知

症サポーターへの参加促進を図り、介護、福祉を支える地域の人材の確保に努めていきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

介護職の就業を検討している人に向け、群馬県や県社会福祉協議会が

実施している研修や貸付金等の情報を市ホームページに掲載しまし

た。 

【課題と第９期計画の方向性】 

介護人材確保は、広域的な視点での取組が必要です。令和５年度に群

馬県に福祉人材確保対策室が創設されましたので、介護人材の育成と

参入促進に向けた取組を群馬県と連携を図りながら推進していきま

す。 
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施策の方向２ 地域福祉の推進 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活していくには、家族介護者を含め社会全体で支え

ていくことが必要です。そのためには、住民一人ひとりが役割を持ち、地域で活躍できる地

域共生社会の実現を目指し、市民の理解と協力を得ながら地域福祉活動を展開していくこと

が大切です。 

 また、高齢化の進行によりひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が増加する中で世代や属

性を超えて支え合う地域住民主体の活動は、防犯や防災などの安全対策や地域の課題解決に

つながり地域社会に多くの価値をもたらします。 

（１）福祉意識の啓発 

高齢者の見守りや災害時の避難支援等、高齢者の生活を地域社会全体で支えていけるよう

に、市社会福祉協議会と連携して幅広い世代に周知を図り福祉意識の醸成に努めます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

生活支援体制整備事業により、各圏域で地域の支え合いや地域課題に

ついて地域住民が話し合う機会を設けることができました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

地域社会の希薄化により地域活動の担い手が減少しているため、地域

活動への参加促進に向けた取組を推進していく必要があります。 

 

（２）地域福祉活動の活性化 

困難な課題等を抱える高齢者やその家族等を包括的かつ総合的に支援する体制を構築し、

誰もが役割を持ち、活躍できる地域共生社会を目指し、地域福祉活動を推進し、多様な担い

手の参加と協働を図ります。 

 

ア．住民活動（ボランティア・ＮＰＯ法人）の育成・支援 

 高齢者福祉をはじめとする福祉活動等、地域共生社会に資する住民活動（ボランティア・

ＮＰＯ法人）の支援に努めます。また、これらの活動への高齢者の参加促進に努めます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

地域で介護予防教室やサロン※を開催している地域住民グループに補

助金を交付し活動の支援を行いました。 

また、社会福祉協議会に委託している安心支援事業では、高齢者の家

事援助や送迎など日常生活の困りごとを地域住民のボランティアによ

り解決しています。 
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【課題と第９期計画の方向性】 

参加者の高齢化や新型コロナウィルスの影響で活動を再開できない団

体も増えているため、活動再開に向けた支援と参加者の掘り起こしが

課題です。また、安心支援事業はサポーターの登録者を増やす取組を

推進していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《地域住民グループ数》 

 

 

 

  

《安心支援事業の実績（利用者・サポーター数）》 

 

 

 

 

 

 

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

2団体 7団体 9 団体 

  第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

利用者数 146人 186人 231人 

サポーター数 72人 79人 51人 

 

イ．ひとり暮らし高齢者等への支援 

 「ひとり暮らし高齢者調査」等の実施により、ひとり暮らし高齢者等の実態把握を行う

とともに、民生委員等と連携し、ひとり暮らし高齢者等が安心した生活を送れるよう支援

を行います。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

群馬県が実施していた「ひとり暮らし高齢者調査」が令和４年度で終

了しましたが、民生委員と協議のうえ令和５年度以降も市独自のひと

り暮らし高齢者の調査を継続することとなりました。 

 

【課題と第９期計画の方向性】 

民生委員や在宅高齢者支援機関と連携を図りながら、ひとり暮らし高

齢者の見守りと支援を継続していく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

《ひとり暮らし高齢者数（70歳以上のひとり暮らし高齢者）》 

 

 

 

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1,575人 1,672人 1,699人 
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施策の方向３ 暮らしやすい地域づくり 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を送るためには、生活環境の整備が重要です。本

市は南北に長い地理的特徴があります。東町や大間々町北部の山間部で外出時の移動の問題

もあり、高齢者の移動手段の確保は公共交通の担当部署とも調整を行いながら対応を検討す

る必要があります。 

また、近年では全国的に大規模な災害が頻発しており、高齢者の避難や避難所での生活に

おいて支援体制の充実が急務となっていることから、高齢者の安全対策を強化する必要があ

ります。 

 

（１）居住の場の充実 

ライフスタイルの多様化や核家族化の進行によりひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯

が増えている中、年齢を重ねても安心して生活できる居住の場の提供が必要です。 

介護サービスの住宅改修に加え、介護認定を受けていない高齢者に対しても住宅改造費の

補助金を交付し、自宅で安心して生活できるよう支援を行っています。 

また、高齢者の多様なニーズに応じた居住の場を選択できるように、群馬県や他市町村と

連携を図りながら、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等の情報を提供していき

ます。 

家庭の状況や経済的な理由で自宅での生活が困難になった高齢者に対しては、養護老人ホ

ーム等の入所支援に一体的に取り組み、高齢者が安心して生活できるように努めます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

介護サービスの住宅改修に加え、ひとり暮らし又は高齢者のみ世帯を

対象に自宅の改修費の一部を補助する住宅改造費補助金を交付しまし

た。また、家庭環境や経済的な理由により自宅で生活できなくなった

高齢者に養護老人ホームに入所措置を行うことで生活の安定を図りま

した。 

【課題と第９期計画の方向性】 

高齢化の進行によりひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が増える中

で多様化するニーズに合わせた居住の場を提供していく必要がありま

す。 
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【第８期計画実績】 

《住宅改造費実績（給付件数）》 

 

 

 

  

 《養護老人ホームの入所者数》 

 

 

 

 

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

3件 4件 0件 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

44人 37人 35 人 

 

 

（２）安全な生活環境づくり 

災害時に一人で避難することが困難な要介護認定者等の安全確保を図るため、関係各課と

連携を図りながら、避難行動要支援者名簿及び避難支援個別計画の作成、更新、管理を行い

ます。携帯電話会社との提携による緊急速報メール配信や防災行政無線の運用等による情報

提供・注意喚起を含め、避難指示等の避難に関する情報の伝達等、災害発生時に適切な対応

ができるよう体制の充実を図ります。 

 また、高齢者を狙った特殊詐欺や悪質商法も頻発しているため、警察や消費生活センター、

危機管理部署とも連携を図りながら、各地域での出前講座や防犯メール情報提供・注意喚起

等により犯罪の未然防止と啓発に努めていきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

・避難行動要支援者名簿及び避難支援個別計画の作成を行いました。 

・警察署や消費生活センター等の関係機関と連携し、特殊詐欺の主な

被害者である高齢者に対して啓発活動を進めるともに、防犯機能付

電話用機器の購入費の一部を補助することで特殊詐欺の被害防止を

図りました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

高齢化の進行によりひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が増える中

高齢者が災害や犯罪の被害に遭わないよう関係機関と連携を深めてい

く必要があります。 
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【第８期計画実績】 

《防犯機能付電話用機器購入費補助実績（給付件数）》 

 

 

 

  

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

26件 30件 14 件 
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基本目標２ 健やかで自立した暮らしへの支援 

施策の方向１ 介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

高齢者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援するこ

とや、要介護状態等になることの予防、または要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止を図

ることは非常に重要です。 

そのためには、機能回復訓練等の高齢者へのアプローチだけではなく、生活機能全体を向

上させ、活動的で生きがいを持てる生活を営むことのできる生活環境の調整や地域づくりな

どにより、高齢者を取り巻く環境も含めた環境整備が求められます。 

本市においても、基本チェックリスト※により生活機能の低下が確認された高齢者や要支

援認定者を対象にこれまでの予防給付の訪問介護及び通所介護に相当するものに加え、通所

型サービスＣを実施しています。介護保険の持続可能性を高めるためにも、サービスの選択

肢を増やし、効果的に介護予防や重度化防止が図れるように、事業の充実に努める必要があ

ります。 

一般介護予防事業では、すべての高齢者を対象に、介護予防把握事業や介護予防普及啓発

事業、地域介護予防活動支援事業等を行っています。高齢化が進む中、健康増進やフレイル

対策等、保健事業と調和を図りながら、更なる事業の充実を図る必要があります。 

 本市では運動、口腔、栄養、社会参加等の観点から高齢者の保健事業と介護予防の一体的

な実施を推進し、高齢者が身近な場所で健康づくりに参加できるような環境整備を推進しま

す。また、高齢者のフレイル状態を把握した上で、適切な医療サービス等につなげることに

よって、介護予防・重度化防止や疾病予防・重症化予防を促進します。 
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【介護予防・日常生活支援総合事業の構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）介護予防・生活支援サービス事業の充実 

要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、訪問型サービスや通所型サービス

等の介護予防・生活支援サービス事業の充実を図ります。事業の充実にあたっては、生活支

援コーディネーターや協議体と連携しながら取り組むとともに、市民の理解と協力が得られ

るように事業に関する周知を図り、多様なサービスの展開につなげられるように努めます。 

また、サービスの利用にあたっては、地域包括支援センターにおいて介護予防ケアマネジ

メント※を行い適切なサービスの提供に努めます。 

 

介護予防
訪問介護

①訪問介護

介護予防・
日常生活支
援総合事業

介護予防・
生活支援
サービス事業

一般介護予防
事業

訪問型サービス

通所型サービス

その他の生活支
援サービス

介護予防ケアマネジメント

多様な
サービス

②訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

④訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスＤ
（移動支援）

介護予防
通所介護

多様な
サービス

①通所介護

②通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

④通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

栄養改善の目的とした配食

②住民ボランティア等が行う見守り

③訪問型サービス、通所型サービス
に準じる自立支援に資する生活支
援（訪問型サービス・通所型サー
ビスの一体的提供等）

①介護予防把握事業

②介護予防普及啓発事業

③地域介護予防活動支援事業

④一般介護予防事業評価事

⑤地域リハビリテーション活動支援事
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ア．訪問型サービス 

 要支援認定者及び基本チェックリストの該当者等宅を訪問し、ヘルパー等が身体介護や掃

除、洗濯等の日常生活上の支援を提供します。訪問介護相当サービスに加え、緩和した基準

による訪問型サービスＡや地域住民主体による訪問型サービスＢなど多様な訪問型サービ

スの展開について検討していきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

要支援認定者等に訪問介護相当サービスを実施し、日常生活の支援を

行いました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

訪問型サービスＡ・Ｂについては体制の確保も踏まえ、対応を検討し

ていく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《訪問介護相当サービスの実績（件数）》 

 

 

 

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1,184件 1,173件 610 件 

 

 

イ．通所型サービス 

 要支援認定者及び基本チェックリストの該当者等に対し、通所による食事・入浴等の介護

や機能訓練、通いの場づくり等、日帰りで利用できる支援を提供します。通所介護相当サー

ビスに加え、令和元年度からは生活機能の改善を図るプログラムを短期間で行う通所型サー

ビスＣを実施しており、複合型、運動器型ともに更なる内容の充実を図り、高齢者の生活機

能の維持向上に努めていきます。 

また、緩和した基準による通所型サービスＡや地域住民主体による通所型サービスＢなど

多様な通所型サービスの展開について検討していきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

通所介護相当サービスに加え、生活機能の改善を図るプログラムを短 

期間で行う通所型サービスＣを実施しました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

通所型サービスＡ・Ｂについては体制の確保も踏まえ、対応を検討し

ていく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

《通所介護相当サービスの実績（件数）》 

 

 

 

   

 《通所型サービスＣの実績（回数・参加人数）》 

 

  

 

 

 

  

※令和３年度は新型コロナの影響により中止となりました。 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

2,271件 2,519件 1,479 件 

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

回数 － 12回 18回 

  人数 － 14名 17名 

 

ウ．介護予防ケアマネジメント 

 要支援認定者及び基本チェックリストに基づく事業対象者が、地域で自立した生活を送れ

るように、高齢者の状況や潜在的な課題、意向等について把握し、自立支援の観点から対象

者に適切なサービスを提供していきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

地域包括支援センター及び地域包括支援センターから委託された居宅介

護支援事業所が利用者の心身の状況に応じたケアプランの作成を行いま

した。 

【課題と第９期計画の方向性】 

今後は簡略化したケアマネジメントの導入等も検討する必要がありま

す。 

【第８期計画実績】 

《介護予防ケアマネジメントの実績（件数）》 

 

 

 

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

2,140件 2,155件 1,296 件 
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（２）一般介護予防事業の推進 

ア．介護予防把握事業 

 介護予防教室等の参加者で継続して支援が必要な高齢者を対象に基本チェックリストに

よる判定を行います。民生委員や市社会福祉協議会の相談員等からの情報提供、地域包括支

援センターや窓口に相談に来た高齢者に対して基本チェックリストによる判定を行い、支援

を要する高齢者の把握に努めます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

基本チェックリストの活用により、高齢者が自身の生活や健康状態を振り

返ることで心身の衰えがないか確認することができました。チェックリス

トの判定で生活機能の低下が見られた高齢者には総合事業などのサービ

スにつなげていきました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

引き続き基本チェックリストを活用して、総合事業のサービスにつなげな

がら介護状態にならないよう高齢者の生活を支援していく必要がありま

す。 

【第８期計画実績】 

 《基本チェックリストの作成件数》 

 

 

 

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

16件 33件 32 件 

 

イ．介護予防普及啓発事業 

 各地域で実施している介護予防教室を通じてフレイル対策や介護予防の普及啓発をさら

に推進していきます。歯科や栄養等の専門職と連携しながら、より多くの高齢者が継続的に

参加してもらえる介護予防教室を実施していきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

できるだけ自立した生活が継続できるよう運動・口腔などの維持向上のた

め各種教室を開催しました。また、介護予防教室の参加者にはパンフレッ

トを配布し、介護予防の普及啓発に努めました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

男性の参加率が低調なため、参加者の意見等を参考にしながら、誰もが参

加しやすい介護予防教室となるよう事業を企画していく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

 《介護予防教室の実施状況（開催数・参加者数）》 

 

 

 

 

 

 

  

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

開催数 64回 164回 105回 

参加者数 

(延べ人数) 
563人 1,592人 1,184人 

 

ウ．地域介護予防活動支援事業 

 介護予防を地域で支えていくボランティアとして介護予防サポーターを継続的に育成す

るため、初級・中級講座、上級講座を実施していくとともに、介護予防サポーターの活躍の

場の拡充に努めます。また、地域で介護予防教室を開催している住民グループに対して引き

続き支援を行います。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

介護予防サポーター養成講座（初級・中級・上級）の開催に加え、養成講

座修了者向けのスキルアップ研修も実施しサポーターの育成に努めまし

た。 

【課題と第９期計画の方向性】 

介護予防を地域で支えていくため、介護予防サポーターの活動の場を確保

していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《介護予防サポーター養成講座参加者数》 

  

  

   

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

7名 16名 23 人 
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エ．地域リハビリテーション活動支援事業 

 地域における介護予防の取り組みを機能強化するため、桐生市医師会や県の地域リハビリ

テーション広域支援センターと連携し、高齢者の健康状態の確認やフレイル予防の取り組み

におけるリハビリテーション専門職等の関与の在り方について検討します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

リハビリテーション専門職が参画する自立支援型地域ケア個別会議を開

催し、要支援者の自立に向けたケアを多職種により検討を行いました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

自立支援型ケア個別会議はケアマネジメント力の向上にもつながるため、

今後も継続していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

 《自立支援型地域ケア会議の開催数》 

  

  

   

 

《地域住民地域住民グループの活動状況》 

 

 

 

 

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1回 2回 － 

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

団体数 2団体 7団体 9団体 
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施策の方向２ 健康づくりの推進 

本市では、運動不足や偏った食生活などからもたらされる生活習慣病の増加と重症化が懸

念されており、健康寿命の延伸を目指して「第２次みどり市健康プラン 21」を策定し各種の

取組を展開しています。このプランは、食生活、運動、睡眠、ストレス、喫煙、飲酒などの

生活習慣に焦点を当て、健康づくりを総合的に推進するものです。 

また令和５年度から保健福祉部に「健康づくり局」が設置され、健康関連の施策を一体的

に推進することとなりました。各種の健康増進のための施策にスポーツの視点を加え、心身

の健康づくりを推進していきます。 

 

（１）健康の維持増進 

第８期計画における成果

と課題 

【成果】 

「あるくまちみどり」をスローガンに活動量計を利用してウォーキングを

行う元気プロジェクトを推進しました。また、高齢者が集まる地区サロン

で転倒予防や筋力アップなど高齢者が取り入れやすい運動を紹介すると

ともに、こころの健康づくりや社会参加の必要性などの講話も行いまし

た。また、オーラルフレイル※は全身の機能が弱り、要介護状態に進む要

因の１つといわれていることから、「口から健康プログラム」を実施し介

護予防の推進を図りました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

「口から健康プログラム」の参加者が低調なため、口腔機能の低下が与え

る影響と口腔ケアの重要性を様々な機会を捉えて周知していく必要があ

ります。 

 

（２）生活習慣病予防 

第８期計画における成果

と課題 

【成果】 

特定健診や後期高齢者健診などの受診率向上のために、広報や高齢者サロ

ンなど様々な機会を捉えてＰＲを行いました。また、健診結果に基づいた

生活習慣の改善の個別相談と生活習慣病予防の講話を行いました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

アフターコロナとなり、各種健診等の受診率は回復していますが、コロナ

以前には戻っていません。引き続き、様々な機会を通した周知啓発など、

受診率の向上の取組を進める必要があります。 
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施策の方向３ 多様な高齢者の支援策の充実 

高齢者の地域生活支援には、介護保険の基盤整備とともに、介護保険の対象外の福祉サー

ビスの強化が重要です。本市では、高齢者福祉を促進するために、配食サービス、紙おむつ

給付、敬老祝金支給、理容サービスなどの施策を実施しているほか、在宅介護を行う家族へ

のサポートとして、家族介護者交流事業（リフレッシュサロン）や介護慰労金支給も行って

います。第９期計画においても、引き続き高齢者のニーズ把握や利用状況等の分析、サービ

スの周知を通じて、高齢者とその家族の生活を支えるサービスの提供に努めます。 

 

（１）高齢者福祉施策の推進 

ア．配食サービス事業 

 ひとり暮らしや高齢者のみ世帯で暮らす高齢者に対して、調理が十分にできないことで栄

養が偏った食生活にならないよう栄養バランスのとれた食事を定期的に届けることで、食生

活の安定を図ると共に高齢者の安否確認を行います。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

調理が困難なひとり暮らし高齢者等に対し、食生活の安定と安否確認を行

いながら配食サービスを実施しました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

利用が減少傾向にあるため、原因を分析しながら利用増に向けた対応を検

討する必要があります。 

【第８期計画実績】 

 《配食サービス事業の実績（配食数）》 

  

  

   

 

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

2,789食 2,308食 1,272食 

 

イ．紙おむつ給付事業 

 在宅で生活している要介護認定者に対し、紙おむつの給付を行うことで、介護者の身体的、

経済的な負担を軽減します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

紙おむつ給付事業により在宅で介護をしている家族の身体的・経済的負担

を軽減することができました。 
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【課題と第９期計画の方向性】 

利用が減少傾向にあるため、原因を分析しながら利用増に向けた対応を検

討する必要があります。 

【第８期計画実績】 

 《紙おむつ給付事業の実績（延べ給付人数）》 

  

  

   

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

306人 264人 258 人 

 

ウ．理容サービス事業 

 在宅で生活している要介護認定者等を対象に、衛生的で快適な生活を維持することができ

るように自宅で理容サービスを受ける際の料金を補助します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

在宅で生活している重度の要介護認定者が理容サービスを受けることで 

快適な生活を維持することができました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

利用が減少傾向にあるため、原因を分析しながら利用増に向けた対応を検

討する必要があります。 

【第８期計画実績】 

 《理容サービス事業の実績（給付人数）》 

  

  

   

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

24人 22人 18 人 

 

エ．生活管理指導短期宿泊事業 

 社会生活の維持に著しい困難があり、一時的な施設入所が必要と判断した高齢者を対象に、

要介護状態への進行を予防するために、短期間の入所サービスを提供します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

社会生活の維持に困難がある高齢者に対して日常生活の指導や支援を行

うことで要介護状態への予防を行うことができました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

社会情勢の変化や高齢化の進行により対象者が増えることが予想される

ため、サービス提供体制を確保していく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

 《生活管理指導短期宿泊事業の実績（利用人数）》 

  

  

   

 

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

3名 6名 1名 

 

オ．緊急通報装置給付等事業 

 ひとり暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯等の要支援・要介護認定者を対象に、急病や災

害等の緊急時に簡単な操作で消防署へ通報することができる装置を貸与又は給付します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

緊急通報装置を貸与することにより、ひとり暮らしや高齢者のみ世帯でも

安心して生活ができる環境を整えることができました。 

【課題と第９期計画の方向性】  

核家族化・高齢化の進行によりひとり暮らしや高齢者のみ世帯が増加して

いるため、民生委員の協力を得ながら制度周知を図ることで、高齢者が安

心して生活できる環境を整える必要があります。 

【第８期計画実績】 

 《緊急通報措置給付事業の実績（設置台数）》 

  

  

   

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

78台 73台 69 台 

 

カ．高齢者日常生活用具給付事業 

 ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯がより安全な日常生活を送れるよう、電磁調理器、

火災警報器、自動消火器を給付し、電話加入権を貸与します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

ひとり暮らし高齢者等が安心して自宅で生活できる環境を整えることが

できました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

火災警報器以外の給付実績が少ないため、制度の全体的な見直しを検討し

ていく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

 《日常生活用具事業の実績（給付件数）》 

  

 

 

 

 

 

 第 8期実績（※R5 年度は 11月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

火災警報器 54件 43件 55件 

電磁調理器 － 1件 0件 

 

キ．福祉タクシー利用助成事業 

 所得税非課税世帯で移動手段がなく公共交通機関の利用が困難な要支援・要介護認定者等

に対して、福祉タクシー券の交付を行います。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

公共交通機関の利用が困難な要支援・要介護認定者に対しタクシー券を給

付することで高齢者の移動支援を行うことができました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

公共交通の今後の在り方と合わせて、事業の方向性を検討していく必要が

あります。 

【第８期計画実績】 

 《福祉タクシー利用助成事業の実績（交付人数）》 

  

  

   

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

275人 297人 289 人 

 

ク．介護用車両購入費等補助事業 

 車椅子を必要とする要介護認定者のいる世帯の方等を対象に、外出の利便性の向上を図 

るため、介護用車両を購入する場合、費用の一部を補助します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

日常的に車椅子を利用する高齢者に対して介護用車両の購入費等を補助

することで、高齢者の外出機会を確保することができました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

利用が低調なため、原因分析と周知の方法を検討する必要があります。 
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【第８期計画実績】 

 《介護用車両購入費等補助事業の実績（給付件数）》 

  

  

   

  

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1件 2件 1件 

 

ケ．安心支援事業の推進 

 高齢者が抱えている家事や病院の送迎など日常生活の困りに対して、有償ボランティアの

活動を通した支援を行うことで、安心して自宅で生活できる環境を整備します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

高齢者が抱えている日常生活の困りごとを有償ボランティアの活動を通

して生活支援を行い、在宅生活を継続できるよう支援を行いました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

利用者数は年々増えていますが、活動を支えるサポーター（有償ボランテ

ィア）の数は微増のため、サポーター登録者数の増加に向けた取組を推進

していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《安心支援事業の実績（利用者・サポーター数）》 

  

  

   

 

 

  

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

利用者数 146人 186人 231人 

サポーター数 72人 79人 51人 

 

コ．高齢者見守り対策事業 

 ひとり暮らし高齢者が増加する中で、離れて暮らす家族や高齢者本人が安心して生活でき

るよう機器の設置補助や身分証明ストラップを配布することで不測の事態に対応できるよ

う支援します。また、本市と包括連携協定を結んでいる企業の協力も得て、官民の協働によ

る取り組みを推進します。 

 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

民生委員の協力をもとに 70 歳以上のひとり暮らし高齢者に対して希望者

には身分証ストラップの配布を行いました。 
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【課題と第９期計画の方向性】 

ＧＰＳ徘徊探知システムの実績が低調であり、民間も含め他に様々なサー

ビスが提供されているため、事業内容の見直しも検討する必要がありま

す。 

【第８期計画実績】 

 《高齢者見守り事業の実績（給付件数）》 

  

  

   

 

 

 

 

 第 8期計画実績 

（※R5 年度は 11月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

身分証スト

ラップ 
118件 122件 157件 

ＧＰＳ徘徊 

探知システム 
1件 - - 

 

 

（２）家族介護支援 

ア．家族介護者交流事業（リフレッシュサロン） 

 日ごろの介護疲れを解消し、介護者同士の親睦を図るため、家族介護者を対象に、レクリ

エーション等を開催します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

介護者間の交流や介護者の心身のリフレッシュに寄与することができま

した。 

【課題と第９期計画の方向性】 

レクリエーションを通じた介護者同士の交流の場を設け、介護者の介護疲

れを解消できる機会を設けていく必要があります。また、参加者が減少し

ているため、多くの方に参加してもらえるような企画を実施していく必要

があります。 

【第８期計画実績】 

《家族介護者交流事業の実績（延べ参加者数）》 

  

  

  

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

20名 8名 7名 
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イ．介護慰労金支給事業 

 在宅で重度の要介護認定者を介護されている方に対し、精神的･経済的負担を軽減するた

めに、介護慰労金を支給します。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

在宅で重度の要介護認定者を介護されている方に対し、精神的･経済的負

担を軽減することができました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

介護者が必要なサービスを利用し、安心して在宅介護を継続できるよう、

引き続き制度の周知を図っていく必要があります。 

【第８期計画実績】 

 《介護慰労金支給事業の実績（支給件数）》 

  

  

  

 

第 8期計画実績（※R5年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

49件 57件 - 
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施策の方向４ 高齢者の社会参加の促進 

高齢者が住み慣れた地域で充実した生活を送るためには、社会参加などの「人と人が関わ

り合う」機会は重要です。高齢者自身が社会参加を通じて人とのつながりをもつことは生活

に充足感を与え、生きがいや健康づくりにもつながります。多くの高齢者にボランティアや

地域活動に参加してもらうためには、地域社会への参加意識を高めることが重要です。 

本市では、多様な高齢者の社会参加活動をサポートするため、老人クラブや地域ボランテ

ィアの活動を支援していきます。 

（１）多様な社会参加への促進 

ア．老人クラブの活性化 

 老人クラブの活躍の場の拡大と活動の活性化のため、自主的な組織運営を促進します。さ

らに、地域特性に応じた活動展開を支援し参加率の向上に努めます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

老人クラブの活動に対して補助金を交付し、活動の支援を行ってきました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

老人クラブの加入者が減少傾向にあるため、老人クラブとも協議をしなが

ら加入促進に向けた取組を推進していく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《老人クラブの加入者数》 

  

  

  

  

第 8期実績（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

3,401人 3,243人 3,095人 

 

イ．高齢者雇用機会の確保 

 高齢者が培ってきた豊富な知識と経験を生かすことができるようシルバー人材センター

と連携して高齢者の就業の場を確保していきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

シルバー人材センターが安定的に運営され、就労希望のある高齢者に雇用

の場と機会を確保できるよう補助金交付などの支援を行いました。 

【課題と第９期計画の方向性】 

定年延長により会員の高齢化が進んでいます。年を重ねると従事できる仕

事の場も狭まるため、シルバー人材センターと連携しながら雇用の場を確

保していく必要があります。 
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【第８期計画実績】 

 《シルバー人材センターの会員数》 

  

  

  

 

第 8期実績（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

309人 286人 265 人 

 

（２）高齢者の通いの場・機会の充実 

高齢者の交流の場として、老人憩の家や老人福祉センター（まごころ）の運営を行ってい

ます。また、地区サロンの茶話会などの通いの場を活用し、高齢者の社会参加や生きがいづ

くりに努めていきます。 

第８期計画における 

成果と課題 

【成果】 

老人憩の家や老人福祉センター（まごころ）など、高齢者に交流の場を提

供することで社会的孤立を防ぎ、生きがいづくりの支援を行いました。ま

た、地域で活動する住民グループに補助金を交付し、活動の支援を行いま

した。 

【課題と第９期計画の方向性】 

高齢者の交流の場を引き続き確保するためにも施設の計画的な改修が必

要です。また、新型コロナの影響で休止したまま再開できていない地域住

民グループもあるため活動再開に向けた支援をしていく必要があります。 

【第８期計画実績】 

《笠懸老人憩の家（延べ利用人数）》 

 

 

 

 

 《大間々老人憩の家（延べ利用人数）》 

  

 

 

 

 ※Ｒ３年度は設備の故障等により休館しています。 

  

 

第 8期実績（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1,243人 3,461人 2,818人 

第 8期実績（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

－ 956人 1,168人 
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《老人福祉センター（まごころ）（延べ利用人数）》 

 

 

 

 

第 8期実績（※R5 年度は 10月末実績） 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

4,160人 10,423人 5,824人 

 

  



第４章 施策の展開 

78 

基本目標３ 介護が必要になっても安心して暮らせる介護体制の確立 

施策の方向１ 予防給付・介護給付の充実 

（１）居宅サービスの充実 

【訪問介護】 

訪問介護は、ホームヘルパー等が要介護認定者の居宅を訪問して、入浴、排泄、食事等の

介護（身体介護）、日常的な家事の提供（生活援助）を行うサービスです。 

利用は減少傾向にありますが、介護者支援を図る上でも重要なサービスであるため、利用

者の増加を見込むとともに、必要なサービスが円滑に利用できるように努めます。 

 

《訪問介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防訪問入浴介護・訪問入浴介護】 

要支援認定者（介護予防を目的）及び要介護認定者の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴

の介護を行うサービスです。 

訪問入浴介護は、横ばいになっていますが、入浴介助は介護の中でも身体に大きな負担が

係るため、利用の増加を見込みます。 

 

 

 

 

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

回数（回/月） 6,333 5,773 110% 6,218 6,319 98% 6,125 6,750 91%

人数（人/月） 364 351 104% 359 379 95% 351 398 88%

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

訪問介護

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

回数（回/月） 6,708 6,840 7,036 7,084 7,733 7,984

人数（人/月） 384 392 403 402 439 447

項目

第９期計画 中長期見通し

訪問介護
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《介護予防訪問入浴介護・訪問入浴介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防訪問看護・訪問看護】 

要支援認定者（介護予防を目的）及び要介護認定者に対し、医師の指示に基づき看護師、

保健師、准看護師、理学療法士※（ＰＴ）、作業療法士※（ＯＴ）が居宅を訪問し、健康チェ

ック、療養上の支援や必要な診療の補助を行うサービスです。 

介護予防訪問看護・訪問看護は共に増加傾向にあります。在宅生活を医療面から支える重

要なサービスであるため、利用の増加を見込み、必要なサービスが円滑に利用できるように

努めます。 

《介護予防訪問看護・訪問看護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

回数（回/月） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

回数（回/月） 75 85 90 96 96 107

人数（人/月） 19 20 20 18 18 20

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防訪問入浴介護

訪問入浴介護

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

回数（回/月） 575 598 96% 557 707 79% 627 778 81%

人数（人/月） 63 58 108% 61 67 91% 70 72 97%

回数（回/月） 2,258 2,423 93% 2,263 2,778 81% 2,444 3,074 80%

人数（人/月） 208 202 103% 221 226 98% 225 245 92%

介護予防訪問看護

訪問看護

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

回数（回/月） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

人数（人/月） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

回数（回/月） 66 116 57% 41 144 29% 56 179 31%

人数（人/月） 13 16 83% 9 19 46% 15 23 65%

介護予防訪問入浴介護

訪問入浴介護

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み
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【介護予防訪問リハビリテーション・訪問リハビリテーション】 

要支援認定者（介護予防を目的）及び要介護認定者に対し、医師の指示に基づき理学療法

士、作業療法士が居宅を訪問し、心身機能の維持回復と日常生活の自立支援を図るために必

要なリハビリテーションを行うサービスです。 

介護予防訪問リハビリテーションは、令和５年度に 1人当たりの利用回数が減少していま

す。新型コロナウイルス感染症が第５類に移行され、自宅での利用希望が減少したことが背

景にあると考えられます。 

訪問リハビリテーションは、増加傾向にあります。重度化の防止を図る上で有効なサービ

スのため、事業者と連携し、ニーズに応じた必要なサービスが円滑に利用できるように努め

ます。 

 

《介護予防訪問リハビリテーション・訪問リハビリテーション》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

回数（回/月） 642 642 659 712 748 704

人数（人/月） 72 72 74 80 84 79

回数（回/月） 2,720 2,793 2,861 2,734 3,020 3,071

人数（人/月） 256 262 268 255 281 284

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防訪問看護

訪問看護

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

回数（回/月） 71 50 142% 51 51 100% 29 61 47%

人数（人/月） 7 6 122% 5 6 90% 5 7 71%

回数（回/月） 166 480 35% 148 597 25% 243 683 36%

人数（人/月） 15 29 53% 14 36 39% 20 41 49%

介護予防訪問リハビリテーション

訪問リハビリテーション

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み
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【介護予防居宅療養管理指導・居宅療養管理指導】 

要支援認定者（介護予防を目的）及び、要介護認定者に対し、医師、歯科医師、薬剤師、

歯科衛生士、管理栄養士等が居宅を訪問し、療養上の管理と指導、助言等を行うサービスで

す。 

いずれのサービスにおいても増加傾向にあり、医療面から支える面でも重要なサービスで

あることから、今後の利用増加を見込み、必要なサービスが円滑に利用できるように努めま

す。 

 

《介護予防居宅療養管理指導・居宅療養管理指導》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

回数（回/月） 44 44 44 26 26 26

人数（人/月） 7 7 7 4 4 4

回数（回/月） 278 278 278 278 328 317

人数（人/月） 24 24 24 25 29 28

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防訪問リハビリテーション

訪問リハビリテーション

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 5 6 89% 7 7 99% 9 8 113%

人数（人/月） 205 170 121% 233 184 127% 266 196 136%

介護予防居宅療養管理指導

居宅療養管理指導

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 9 9 9 9 9 9

人数（人/月） 276 287 295 312 343 354

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防居宅療養管理指導

居宅療養管理指導
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【通所介護】 

通所介護は、要介護認定者がデイサービスセンター等へ通い、食事の提供、入浴、その他

日常生活上の支援及び生活機能訓練等を日帰りで受けることができるサービスで、利用者の

身体機能の維持向上や孤立感の解消、家族の介護負担の軽減等を図ります。 

通所介護は、利用者数並びに 1人当たりの利用回数は横ばいですが、介護者支援を図る上

でも重要なサービスであるため、利用増加を見込み、利用希望者が円滑に利用できるように

努めます。 

《通所介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防通所リハビリテーション・通所リハビリテーション】 

要支援認定者（介護予防を目的）及び要介護認定者が、介護老人保健施設や病院等へ通い、

心身機能の維持回復と日常生活の自立援助を図るために、理学療法※や作業療法※、その他必

要なリハビリテーションを日帰りで受けることができるサービスです。 

介護予防通所リハビリテーション・通所リハビリテーション共に横ばいとなっています。

介護の重度化予防の観点からも重要なサービスのため、利用の増加を見込み、サービスの利

用希望者が円滑に利用できるように努めます。 

《介護予防通所リハビリテーション・通所リハビリテーション》 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

回数（回/月） 9,851 10,031 10,178 10,478 11,366 11,601

人数（人/月） 722 732 740 773 838 847

項目

第９期計画 中長期見通し

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 37 44 85% 39 49 79% 41 52 79%

回数（回/月） 1,193 1,307 91% 1,117 1,502 74% 1,132 1,697 67%

人数（人/月） 126 136 92% 125 150 84% 131 163 80%

介護予防通所リハビリテーション

通所リハビリテーション

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

回数（回/月） 8,037 8,578 94% 8,368 9,380 89% 9,054 10,165 89%

人数（人/月） 592 623 95% 613 658 93% 665 687 97%

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み
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【介護予防短期入所生活介護・短期入所生活介護】 

要支援認定者（介護予防を目的）及び要介護認定者が、介護老人福祉施設(特別養護老人

ホーム)等に短期間入所し、入浴、排泄、食事等の介護、その他日常生活上の世話及び機能

訓練を受けることができるサービスです。 

介護予防短期入所生活介護は減少し、短期入所生活介護は横ばいになっていますが、心身

機能の維持や利用者の家族の身体的・精神的負担の軽減を図る上で重要なサービスのため、

利用の増加を見込み、サービスの利用希望者が円滑に利用できるように努めます。 

 

《介護予防短期入所生活介護・短期入所生活介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

日数（日/月） 5 5 98% 1 11 12% 0 13 0%

人数（人/月） 1 1 100% 1 2 25% 0 2 0%

日数（日/月） 1,485 1,866 80% 1,325 2,502 53% 1,396 2,910 48%

人数（人/月） 97 114 85% 89 145 61% 100 159 63%

介護予防短期入所生活介護

短期入所生活介護

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 40 41 42 45 47 44

回数（回/月） 1,290 1,325 1,360 1,318 1,420 1,395

人数（人/月） 152 156 160 154 166 163

通所リハビリテーション

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防通所リハビリテーション

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

日数（日/月） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

日数（日/月） 1,714 1,729 1,818 1,750 1,798 1,823

人数（人/月） 119 120 126 123 128 128

短期入所生活介護

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防短期入所生活介護
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【介護予防短期入所療養介護・短期入所療養介護】 

要支援認定者（介護予防を目的）及び病状が安定期にある要介護認定者が、介護老人保健

施設や介護療養型医療施設等に短期間入所し、看護、医学的管理下における介護、機能訓練、

その他必要な医療及び日常生活上の支援を受けることができるサービスです。 

短期入所療養介護の利用は減少傾向ですが、利用者の心身機能の維持回復や孤立感の解消、

家族の介護負担の軽減等を図る上で重要なサービスのため、ゆるやかな利用の増加を見込み、

サービスの利用希望者が円滑に利用できるように努めます。 

 

《介護予防短期入所療養介護・短期入所療養介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防福祉用具貸与・福祉用具貸与】 

介護予防福祉用具貸与・福祉用具貸与は、要支援認定者（介護予防を目的）及び要介護認

定者の日常生活の自立支援や介護者の負担軽減を図るための福祉用具を貸与するサービス

です。 

介護予防福祉用具貸与・福祉用具貸与は、ともに利用が増加傾向にあるため、今後も利用

増加を見込みます。利用者の希望や心身の状況、環境等を踏まえ、サービス提供事業者と連

携を図り、適切な福祉用具の貸与につながるように努めます。 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

日数（日/月） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

日数（日/月） 29 29 29 29 38 38

人数（人/月） 3 3 3 3 4 4

短期入所療養介護

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防短期入所療養介護

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

日数（日/月） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

人数（人/月） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

日数（日/月） 70 60 117% 31 88 36% 20 121 16%

人数（人/月） 9 9 100% 4 12 29% 2 15 13%

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

介護予防短期入所療養介護

短期入所療養介護
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《介護予防福祉用具貸与・福祉用具貸与》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特定介護予防福祉用具購入費・特定福祉用具購入費】 

貸与になじまない入浴や排泄等のための特定福祉用具（腰掛便座、特殊尿器、入浴用いす

等）を要支援認定者及び要介護認定者が購入したとき、費用（10万円を限度）の 7～9割が

支給されるサービスです。 

特定介護予防福祉用具購入費・特定福祉用具購入費は共に増加しているため、利用の増加

を見込み、サービス提供事業者と連携を図り、利用者の希望や心身の状況、環境等を踏まえ

適切な福祉用具の購入につながるように努めます。 

 

《特定介護予防福祉用具購入費・特定福祉用具購入費》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 179 180 180 182 188 179

人数（人/月） 837 848 864 892 979 996

介護予防福祉用具貸与

福祉用具貸与

項目

第９期計画 中長期見通し

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 144 138 104% 151 152 99% 159 162 98%

人数（人/月） 733 707 104% 744 742 100% 776 782 99%

介護予防福祉用具貸与

福祉用具貸与

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 3 4 69% 3 4 69% 6 4 150%

人数（人/月） 10 10 97% 8 12 68% 14 12 117%

特定介護予防福祉用具購入費

特定福祉用具購入費

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み
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【介護予防住宅改修費・住宅改修費】 

要支援認定者及び要介護認定者が小規模な住宅改修を行ったとき、費用（20万円を限度）

の 7～9割が支給されるサービスです。 

対象となる範囲の確認や、本人の状態に合わない改修などのトラブルを避けることを目的

に、改修を希望する場合は事前に申請が必要となります。 

介護予防住宅改修費は横ばいとなっており、住宅改修費は微増しているものの、第８期の

計画値を上回るほどではないため、現状程度のサービス量を見込みます。在宅介護及び高齢

者の自立支援の観点から、質の高い工事が実施されるように努めます。 

 

《介護予防住宅改修費・住宅改修費》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 4 6 61% 3 8 38% 4 9 44%

人数（人/月） 6 8 78% 7 12 61% 11 13 85%

介護予防住宅改修費

住宅改修費

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 8 8 8 10 10 10

人数（人/月） 18 19 19 23 25 25

特定介護予防福祉用具購入費

特定福祉用具購入費

項目

第９期計画 中長期見通し

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 5 5 5 2 2 2

人数（人/月） 15 15 15 11 13 13

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防住宅改修費

住宅改修費
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【介護予防特定施設入居者生活介護・特定施設入居者生活介護】 

介護保険の指定を受けたサービス付き高齢者向け住宅等において、入居する要支援認定者

（介護予防を目的）及び要介護認定者が、当該施設のサービス計画に基づいて、入浴、排泄、

食事等の介護、その他日常生活上の世話、機能訓練等を受けることができるサービスです。 

特定施設入居者生活介護については横ばいとなっているため、現状程度の利用を見込みま

すが、市外の施設利用もあるため、サービス提供事業者と連携を図り、サービスの利用希望

者が円滑に利用できるように努めます。 

 

《介護予防特定施設入居者生活介護・特定施設入居者生活介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防支援・居宅介護支援】 

介護予防支援は、要支援認定者に対して介護予防ケアプランの作成をするとともに、計画

に基づいた介護予防サービス等の提供が確保されるよう、連絡調整を行うサービスです。 

居宅介護支援は、在宅の要介護認定者等が、介護保険から給付される在宅サービス等を適

正に利用できるように、ケアマネジャーがサービス利用計画書の作成や介護サービス事業者

との連絡調整、介護保険施設への紹介等のケアマネジメントを行うサービスです。 

介護予防支援・居宅介護支援は利用が増加しています。引き続き、地域包括支援センター

及び介護支援事業者と連携を図り、サービスの利用希望者が円滑に利用できるように努めま

す。 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 37 38 39 44 47 47

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 3 5 60% 1 5 27% 0 6 0%

人数（人/月） 34 32 105% 38 33 116% 37 34 109%

介護予防特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み
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《介護予防支援・居宅介護支援》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域密着型サービスの充実 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】 

要介護認定者を対象とし、利用者の医療・看護ニーズに迅速かつ的確に対応するため、1 

日複数回の定期訪問と 24 時間の随時対応を組み合わせて、訪問介護と訪問看護のサービス

を一体的に提供するサービスです。 

市内では整備されていませんが、利用ニーズの動向や地域特性を考慮して、今後整備の検討

を進めてまいります。 

 

【夜間対応型訪問介護】 

要介護認定者を対象とし、夜間帯にも安心して居宅で生活を送ることができるように、ホ

ームヘルパー等が利用者宅へ訪問するービスです。定期的に訪問する定期巡回サービスと、

通報を受けて訪問する随時訪問サービスがあります。 

市内では整備されていませんが、近隣市の事業者のサービス利用が可能です。利用ニーズの

動向や地域特性を考慮して、今後整備の検討を進めてまいります。 

 

 

 

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 213 210 101% 217 225 97% 223 239 93%

人数（人/月） 1,130 1,131 100% 1,141 1,191 96% 1,179 1,252 94%

介護予防支援

居宅介護支援

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 247 251 252 255 265 251

人数（人/月） 1,299 1,326 1,360 1,357 1,490 1,506

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防支援

居宅介護支援
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【地域密着型通所介護】 

要介護認定者を対象とし、利用定員 18 人以下の小規模の老人デイサービスセンター等

に通い、食事、入浴、その他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練等を日帰りで受ける

ことができるサービスで、利用者の心身機能の維持向上と、利用者家族の負担軽減を図りま

す。 

 利用が減少していますが、新たなサービス事業所の開設も予定されているため、これか

ら増加に向かうと想定されます。介護者支援を図る上でも重要なサービスであるため、現状

と同程度の利用を見込みます。利用者の意向を把握し、サービス内容の充実、必要なプログ

ラムが提供されるよう、サービス提供事業者と連携を図り、サービスの利用希望者が円滑に

利用できるように努めます。 

 

《地域密着型通所介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防認知症対応型通所介護・認知症対応型通所介護】 

認知症の要支援認定者（介護予防を目的）及び要介護認定者が、デイサービスセンターや

グループホーム等へ通い、食事の提供、入浴、その他日常生活上の支援及び機能訓練を受け

ることができるサービスです。 

認知症対応型通所介護の利用は微減しているため、現状程度の利用を見込みます。認知症

高齢者の精神的・身体的な機能回復だけでなく、社会的な孤立感の解消や家族の介護負担の

軽減にもなるため、必要なサービスが円滑に利用できるように努めます。 

 

 

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

回数（回/月） 1,369 1,353 101% 1,062 1,647 64% 816 1,849 44%

人数（人/月） 116 126 92% 95 144 66% 68 156 44%

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

地域密着型通所介護

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

回数（回/月） 801 885 950 1,019 1,070 1,020

人数（人/月） 78 87 94 93 97 91

項目

第９期計画 中長期見通し

地域密着型通所介護
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《介護予防認知症対応型通所介護・認知症対応型通所介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防小規模多機能型居宅介護・小規模多機能型居宅介護】 

要支援認定者（介護予防を目的）及び要介護認定者が、心身の状況に応じて居宅の訪問や

サービスの拠点へ通い、若しくは短期間宿泊することで、入浴、排泄、食事等の介護や機能

訓練を受けることができるサービスです。 

小規模多機能型居宅介護は現状の利用と同程度を見込み、高齢者が可能な限り在宅で、各

種ケアを継続的に安心して利用できるように努めます。 

 

《介護予防小規模多機能型居宅介護・小規模多機能型居宅介護》 

 

 

 

 

 

 

 

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

回数（回/月） 0 3 0% 0 4 0% 0 6 0%

人数（人/月） 0 1 0% 0 1 0% 0 1 0%

回数（回/月） 14 36 39% 11 51 21% 10 69 14%

人数（人/月） 1 3 39% 1 4 25% 1 5 20%

介護予防認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

回数（回/月） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

回数（回/月） 10 10 10 9 9 9

人数（人/月） 1 1 1 1 1 1

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 1 1 125% 0 2 21% 0 2 0%

人数（人/月） 23 28 82% 19 33 57% 15 36 42%

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

介護予防小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護
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【介護予防認知症対応型共同生活介護・認知症対応型共同生活介護】 

認知症の要支援認定者（要支援 2）及び要介護認定者が、共同生活を営むべき住居（グル

ープホーム）において、入浴、排泄、食事等の介護、その他日常生活上の支援、機能訓練等

を受けることができるサービスです。 

認知症対応型共同生活介護は、現状程度の利用を見込みます。介護予防認知症対応型共同

生活介護は、現状程度の利用を見込みます。認知症高齢者が専門的なケアを受けながら、可

能な限り自立した日常生活を送ることができるように、サービス提供事業者と連携を図り、

利用希望者が円滑に利用できるように努めます。 

 

《介護予防認知症対応型共同生活介護・認知症対応型共同生活介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 1 1 1 1 1 1

人数（人/月） 53 54 54 60 66 67

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防認知症対応型共同生活介護

認知症対応型共同生活介護

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0

人数（人/月） 18 20 22 22 23 22

項目

第９期計画 中長期見通し

介護予防小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 0 0 - 1 0 - 1 0 -

人数（人/月） 50 42 119% 48 43 112% 52 43 121%

介護予防認知症対応型共同生活介護

認知症対応型共同生活介護

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み
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【地域密着型特定施設入居者生活介護】 

地域密着型特定施設入居者生活介護は、定員が 29 人以下である介護専用型特定施設に入

居している要介護認定者に対し、当該施設のサービス計画に基づいて、入浴、排泄、食事等

の介護、その他日常生活上の世話、機能訓練等を受けることができるサービスです。 

市内では整備されていませんが、近隣市の事業者のサービス利用が可能です。利用ニーズ

の動向や地域特性を考慮して、今後整備の検討を進めてまいります。 

 

【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、定員が 29 人以下である介護老人福祉施

設に入居している要介護認定者に対し、施設サービス計画に基づき、入浴、排泄、食事等の

介護、その他日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うサービスです。 

新規入所者は原則、要介護３以上となっています。 

定員数もあるため、第９期以降も現状の利用を見込みます。 

 

《地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【看護小規模多機能型居宅介護】 

看護小規模多機能型居宅介護は、要介護認定者を対象とした小規模多機能型居宅介護と訪

問看護を一体的に提供するサービスです。心身の状況に応じて、居宅で訪問を受け、又はサ

ービスの拠点へ通い、若しくは短期間宿泊することで、入浴、排泄、食事等の介護や療養生

活上必要な看護、機能訓練等を受けることができるサービスです。 

市内では整備されていませんが、近隣市の事業者のサービス利用が可能です。第９期計画

において、定員 29人規模の事業所を１ヵ所整備する予定です。 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 51 51 51 57 63 67

項目

第９期計画 中長期見通し

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 61 58 105% 56 58 97% 54 58 93%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み
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《看護小規模多機能型居宅介護》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）施設サービスの充実 

【介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）】 

介護老人福祉施設は、入所する要介護認定者に対し、施設サービス計画に基づき、入浴、

排泄、食事等の介護、その他日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行

うサービスです。新規入所者は原則、要介護３以上となっています。 

利用が横ばいのことから現状程度の利用を見込みます。 

 

《介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 249 249 249 280 307 323

項目

第９期計画 中長期見通し

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 4 2 188% 5 5 105% 4 7 105%

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

看護小規模多機能型居宅介護

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 255 246 104% 246 246 100% 247 246 100%

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 4 28 28 28 28 28

項目

第９期計画 中長期見通し

看護小規模多機能型居宅介護
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【介護老人保健施設】 

介護老人保健施設は、病状が安定期にある要介護認定者の入所に対して、施設サービス計

画に基づき、看護、医学的管理下における介護及び機能訓練、その他必要な医療並びに日常

生活上の世話を行うサービスです。 

利用が横ばいなことから、今後も現状程度の利用を見込みます。 

 

《介護老人保健施設》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護医療院】 

介護医療院は、新たな介護保険施設として創設された医療と介護の連携による施設です。 

要介護認定者を対象に、日常的な医学管理や看取り・ターミナル等の機能と生活施設とし

ての機能を兼ね備えています。 

利用が横ばいなことから、今後も現状程度の利用を見込みます。 

近隣市町及び県と連携を図りながら、施設整備に関する情報の収集や希望者への対応等に

努めます。 

《介護医療院》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 20 20 20 23 24 26

項目

第９期計画 中長期見通し

介護医療院

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 158 175 90% 154 179 86% 153 183 84%

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み

介護老人保健施設

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和17年度
（2035）

令和22年度
（2040）

人数（人/月） 160 163 165 173 189 194

項目

第９期計画 中長期見通し

介護老人保健施設

実績 計画 達成度 実績 計画 達成度 実績 計画 達成度

人数（人/月） 14 1 1392% 15 1 1533% 19 1 1900%

介護医療院

項目

第８期計画・実績

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）※見込み
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（４）共生型サービスの充実 

共生型サービスは、介護保険の指定を受けた事業所、又は障害福祉の指定を受けた事業所

が、もう一方の制度も指定を受けやすくするための制度です。具体的には、訪問介護、通所

介護、短期入所生活介護などが対象となっています。 

地域共生社会の視点から、心身の状態に照らして、市民がより適切なサービスを受けるこ

とができるよう、必要に応じた共生型サービスの整備提供に努めていきます。 

全国的に障がい者の高齢化が進んでいる状況もみられるため、事業者やケアマネジャー等

へ制度の周知を図るなど、利用者の視点に立ったサービスが提供できるように取り組みます。 
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施策の方向２ 介護保険給付費及び保険料等の見込み 

（１）介護保険給付費等の推計 

介護予防サービス給付費の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

※千円以下を四捨五入しているため、合計数値が合わない場合があります。 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和22年度
（2040）

68,328 68,965 69,952 69,844 69,093

0 0 0 0 0

27,162 27,197 27,901 30,146 29,859

1,412 1,414 1,414 828 828

1,198 1,200 1,200 1,200 1,200

16,789 17,313 17,596 18,885 18,602

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

12,449 12,523 12,523 12,658 12,477

2,888 2,888 2,888 3,636 3,636

6,430 6,430 6,430 2,491 2,491

0 0 0 0 0

2,930 2,934 2,934 2,934 2,934

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

2,930 2,934 2,934 2,934 2,934

13,776 14,017 14,073 14,241 14,017

85,034 85,916 86,959 87,019 86,044

１　介護予防サービス

①介護予防訪問入浴介護

②介護予防訪問看護

③介護予防訪問リハビリテー
　 ション

④介護予防居宅療養管理指導

⑤介護予防通所リハビリテー
 　ション

⑥介護予防短期入所生活介護

⑦介護予防短期入所療養介護

⑪介護予防特定施設入居者生
　 活介護

⑧介護予防福祉用具貸与

⑨特定介護予防福祉用具購入

⑩介護予防住宅改修

２　地域密着型介護予防サービス

①介護予防認知症対応型通所
 　介護

②介護予防小規模多機能型居
　 宅介護

③介護予防認知症対応型共同
 　生活介護

３　介護予防支援

予防給付費計

長期推計第9期計画
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介護サービス給付費の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

※千円以下を四捨五入しているため、合計数値が合わない場合があります。 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和12年度
（2030）

令和22年度
（2040）

1,945,049 1,990,667 2,038,282 2,058,450 2,275,749

240,986 246,203 253,323 254,951 287,199

10,743 12,189 12,896 13,816 15,357

134,648 138,733 142,241 136,217 153,654

9,392 9,404 9,404 9,478 10,772

31,160 32,465 33,373 35,288 40,012

965,940 987,790 1,005,144 1,025,990 1,142,122

130,210 134,592 138,363 135,612 142,971

184,626 186,654 196,258 188,433 196,717

3,677 3,682 3,682 3,682 4,909

124,223 127,105 129,570 132,258 149,169

7,117 7,476 7,476 9,087 9,892

17,772 17,772 17,772 12,845 15,202

84,555 86,602 88,780 100,793 107,773

498,457 551,126 562,777 612,105 670,316

849 850 850 850 850

0 0 0 0 0

91,102 100,504 107,448 115,694 117,144

728 729 729 684 684

43,085 47,558 52,265 52,265 51,137

173,799 177,203 177,203 196,947 219,794

0 0 0 0 0

177,955 178,180 178,180 199,563 234,605

10,939 46,102 46,102 46,102 46,102

220,997 225,709 231,647 230,702 256,971

1,453,803 1,468,014 1,475,422 1,616,179 1,846,712

798,921 799,932 799,932 900,679 1,041,305

558,736 571,814 579,222 604,548 679,770

96,146 96,268 96,268 110,952 125,637

- - - - -

4,118,306 4,235,516 4,308,128 4,517,436 5,049,748

長期推計

１　居宅介護サービス

①訪問介護

⑨短期入所療養介護

⑬特定施設入居者生活介護

第9期計画

⑦地域密着型特定施設入居者
　 生活介護

⑧地域密着型介護老人福祉施
　 設入所者生活介護

⑩福祉用具貸与

⑪特定福祉用具購入費

⑫住宅改修費

２　地域密着型サービス

①定期巡回・随時対応型訪問
　 介護看護

②夜間対応型訪問介護

②訪問入浴介護

③訪問看護

④訪問リハビリテーション

⑤居宅療養管理指導

⑥通所介護

⑦通所リハビリテーション

⑧短期入所生活介護

介護給付費計

４　介護保険施設サービス 

⑨看護小規模多機能型居宅介
　 護

③地域密着型通所介護

３　居宅介護支援

①介護老人福祉施設

②介護老人保健施設

④介護療養型医療施設

③介護医療院

④認知症対応型通所介護

⑤小規模多機能型居宅介護

⑥認知症対応型共同生活介護
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介護保険事業費の推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：円） 

３年間の介護保険事業費総計：14,337,051,832 円 

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

合計
令和12年度

（2030）
令和22年度

（2040）

4,466,010,606 4,589,871,250 4,668,189,706 13,724,071,562 4,898,374,377 5,454,093,099

4,203,340,000 4,321,432,000 4,395,087,000 12,919,859,000 4,604,455,000 5,135,792,000

150,472,453 153,779,651 156,451,176 460,703,280 168,494,096 182,471,323

96,937,107 99,082,836 100,804,144 296,824,087 108,361,300 117,350,282

11,746,306 11,989,303 12,197,586 35,933,195 13,338,805 14,445,310

3,514,740 3,587,460 3,649,800 10,752,000 3,725,176 4,034,184

202,599,351 204,615,090 205,765,829 612,980,270 222,785,248 224,522,541

134,072,351 134,423,090 134,773,829 403,269,270 153,985,248 155,722,541

47,624,000 48,792,000 49,292,000 145,708,000 49,292,000 49,292,000

20,903,000 21,400,000 21,700,000 64,003,000 19,508,000 19,508,000

4,668,609,957 4,794,486,340 4,873,955,535 14,337,051,832 5,121,159,625 5,678,615,640介護保険事業費計

包括的支援事業（地域包括支
援センターの運営）及び任意
事業費

　標準給付費

総給付費（一定以上所得者負
担の調整後）

特定入所者介護サービス費等
給付額

高額介護サービス費等給付額

高額医療合算介護サービス費
等給付額

審査支払手数料

長期推計第9期計画

　地域支援事業費見込額

介護予防・日常生活支援総合
事業費

包括的支援事業（社会保障充
実分）
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（２）保険料の推計 

介護保険財源の仕組み 

介護給付費の財源については、利用者の負担額を除いた介護給付に係る費用（給付費）の 50％を公

費、残り 50％を保険料で賄うこととなっています。 

地域支援事業費の財源については、介護予防・日常生活支援総合事業は在宅サービスに係る給付費と

同様の財源構成となりますが、包括的支援事業・任意事業は、第２号被保険者は負担せず、その分を公

費で賄うこととなっています。 

 

 

【介護給付費の財源構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域支援事業費の財源構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国,25.0%

群馬県,
12.5%

みどり市,

12.5%

第２号被保険者

の保険料, 27.0%

第１号被保険者

の保険料,23.0%

国,20.0%

群馬県,
17.5%

みどり市

12.5%

第２号被保険者

の保険料 ,27.0%

第１号被保険者

の保険料,23.0%

国,25.0%

群馬県,

12.5%

みどり市,
12.5%

第２号被保険者の

保険料 ,27.0%

第１号被保険者

の保険料,23.0%

国, 38.50%

群馬県, 19.25%

みどり市, 19.25%

第１号被保険者の

保険料, 23.00%

〈 在宅サービスに係る給付費 〉 〈 施設サービスに係る給付費 〉 

〈 介護予防・日常生活支援総合事業費 〉 〈 包括的支援事業・任意事業等 〉 
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介護保険料基準額の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険料額 

年額 ６８，４００円 

月額 ５，７００円 

介護保険事業費の総額    １４，３３７，０５１千円 

保険料収納必要額（事業費総額×第 1号被保険者の負担割合） 

１４，３３７，０５１千円 × ２３％ ＝ ３，２９７，５２２千円 

第 1 号被保険者負担額（調整交付金及び収納率を勘案） 

３，４１２，７５９千円（A） 

第９期期間中の第１号被保険者数（延べ人数）  ４６，１００ 人（B） 

介護給付準備基金の取崩額  ２５９，５４３千円 

第１号被保険者介護保険料  【年額】（A）÷（B）      ７４，０３０円 

【月額】（A）÷（B）/12    ６，１７０円 

 

 

 

第8期計画期間中は新型コロナウィルス感染拡大等

により介護給付費が見込を下回ったため、介護保険

料の余剰分を保険料の上昇抑制に充てます 
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介護保険料段階 

介護保険料は、所得の状況に応じて変わります。 

国は被保険者の負担能力に応じた保険料の設定を行うため、所得段階を 13 段階に設定していますが、

本市においては、17段階に多段階化しています。 

第９期における段階別の保険料率及び保険料（年額）は以下の通りです。 

 

段階 所得要件 調整率 
介護保険料 

(年額） 

第１段階 

非課税 

世帯 

年金収入等 80万円以下 0.285  19,400円 

第２段階 年金収入等 80万～120万円 0.485  33,100円 

第３段階 年金収入等 120万円超 0.69  46,800円 

第４段階 
世帯員が課税 

本人非課税 

年金収入等 80万円以下 0.90  61,500円 

第５段階 

【基準値】 
年金収入等 80万円超 1.00  68,400円 

第６段階 

本人課税 

合計所得 120万円未満 1.20  82,000円 

第７段階 合計所得 120万円～210万円 1.40  95,700円 

第８段階 合計所得 210万円～320万円 1.60  109,400円 

第９段階 合計所得 320万円～420万円 1.70  116,200円 

第 10段階 合計所得 420万円～520万円 1.90  129,900円 

第 11段階 合計所得 520万円～620万円 2.10  143,600円 

第 12段階 合計所得 620万円～720万円 2.30  157,300円 

第 13段階 合計所得 720万円～900万円 2.40  164,100円 

第 14段階 合計所得 900万円～1,100万円 2.60  177,800円 

第 15段階 合計所得 1,100万円～1,500万円 2.80  191,500円 

第 16段階 合計所得 1,500万円～2,000万円 3.00  205,200円 

第 17段階 合計所得 2,000万円以上 3.20  218,800円 
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基本目標４ 計画の実効性の向上 

施策の方向１ 介護保険事業の適正な運営 

 

【基本方針】 

事業者のサービス提供体制及び介護報酬請求の適正化、要介護認定の適正化等、介護給付 

の適正化を推進します。 

 

（１）介護給付費等適正化の取り組み 

介護給付等適正化のため、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、事業者が適切に

提案するよう促すことであり、適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を通

じて介護保険制度への信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築を目指します。 

介護給付等適正化の推進にあたっては、受給者の状況やニーズに基づき、適切な介護サー

ビスを総合的かつ公平に提供することが重要であることから、各種取組について保険者の事

務負担の軽減を図りつつ効果的・効率的に実施することが求められます。そのため、本計画

では国の指針に沿って、第８期計画で示した介護給付適正化に関する事業のうち、「住宅改

修等の点検、福祉用具購入、貸与調査」を「ケアプランの点検」に統合し、これに「要介護

認定の適正化」「医療情報との突合・縦覧点検」を合わせた３事業について目標を定め、事

業の実施に取り組み、介護給付の適正化を推進します。 

 

【要介護認定の適正化】 

認定調査にあたっては、認定調査員の迅速、適切な訪問調査の実施に努めるとともに、公

平で精度の高い調査を実施していけるよう調査体制の質の向上を図ります。 

また、認定調査の平準化及び特記事項記載内容の充実化が図れるように、委託認定調査の

調査票の事後点検を実施し、必要に応じ情報提供や周知活動等を行います。 

【目標】委託認定調査の事後点検を全件実施 

 

【医療情報の突合・縦覧点検】 

国保連合会から提供される情報を基に、医療給付と介護保険給付との齟齬等が認められた

場合には、適時事業所へ内容についての確認を行います。特に、費用対効果が期待される帳

票について優先的に点検を行います。 

【目標】国保連合会より送付後、速やかに実施 
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【ケアプランの点検】 

ケアプランが利用者に対して適切な助成となっているか、利用者が本来あろうとする姿を

目指す内容となっているか等、多様な視点からケアプランについて点検・確認を行います。 

ケアプラン点検・確認にあたっては、ケアプラン分析システムの有効活用等により、点検・

確認が効率的に行えるよう努めていきます。また、ケアマネジメントの質の向上を図るとと

もに点検割合を増加するため、国が作成した「ケアプラン点検支援マニュアル」の積極的な

活用を進めます。さらに、点検に携わる職員について、都道府県が主催する研修会などへの

参加を促し、点検内容を充実します。 

【目標】年数件実施 

 

 

【その他】 

①介護認定審査会の体制の充実 

介護認定審査会については、保健・医療・福祉の各分野で豊富な経験のある審査会委員の

確保と公正な審査体制を推進し、介護認定審査会の安定稼働を図ります。 

審査会委員の研修を実施し、公平公正な介護認定を行うとともに、公平で迅速な判定が行

えるよう、審査会の円滑な運営を図ります。 

また、介護認定審査会の審査情報を各合議体が共有できるように、審査状況を集計し、結

果を配布するとともに、委員長会議を開催します。 

【目標】審査状況集計結果の配布：年４回 委員長会議：年１回 

 

②給付実績の活用 

不正請求の防止のため、適正化システムの情報を活用し、必要に応じて確認を行います。 

【目標】随時実施 
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（２）介護保険サービスの質の向上 

【苦情相談窓口】 

利用者の身近な相談窓口を市や地域包括支援センターに置いて、適切な対応による早期解

決を目指すとともに、県や国保連合会等の関係機関と連携を図りながら、迅速な解決に努め

ます。 

 

【高齢者の権利擁護】 

認知症高齢者等の判断能力が不十分な方が増えています。サービスの選択・利用、苦情申

し立て等について、利用者本位のサービスの提供に向けて、成年後見制度の普及や日常生活

自立支援事業の利用促進に努めます。 

 

【保険者機能の強化】 

市町村に介護サービス事業者等への立入検査を認めるなど、市町村の役割・権限が強化さ

れています。都道府県においては、介護保険施設等の指定にあたって、市町村に対し意見を

求めることが義務付けられているため、保険者としての機能強化に努めます。 

また、地域包括ケア強化法に基づき、保険者機能を強化し、地域の課題把握や自立支援・

重度化防止の取り組みを推進し、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築に取り組

みます。 

 

【サービス情報の周知】 

利用者によるサービスの選択が適切に行えるよう、すべての介護サービス事業者に、サー

ビス内容や運営状況、職員体制、施設整備、利用料金、提供時間等に関する情報の開示・公

表が義務付けられています。また、県は、事業者からのサービス情報をインターネット等で

公表するとともに、サービス情報のうち確認が必要なものは、県が調査を行い、報告内容を

確認した上で公表しているため、サービス利用の際の参考となるように、市民に周知します。 

 

【サービスの質の向上】 

ケアマネジャーの資質の向上については、資格更新制が導入されており、介護サービス事

業者にも更新制が導入されています。 

市においても、利用者が良質なサービスを選び、安心して利用できるように、地域包括支

援センターと連携し、介護サービス事業者への指導やサービス向上に向けた取り組みへの支

援、ケアマネジャーの資質向上等に努めます。 
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（３）災害や感染症発生時等、非常時における支援策 

近年増加している大規模な自然災害や、新型コロナウイルス感染症等の感染症の流行は、

介護や支援を要する高齢者にとって深刻な事態であることから、事業者に対して、このよう

な非常時に備えた体制整備の促進に努めます。 

市においても、国や県からの情報を事業者に周知するとともに、不測の事態に対しては、

迅速かつ正確な情報の把握や、必要となる物品の優先確保の支援等、事業者と連携強化を図

り、非常時体制の整備に努めます。 
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施策の方向２ 推進体制の整備 

本計画の円滑かつ確実な実施を図るため、関係機関等との連携に努めるとともに、計画に

定める事業推進方針や事業目標数値等の実施・進捗状況について、点検・把握・評価を行っ

ていくものとします。 

（１）行政内部での関係部門との連絡体制の充実 

高齢者施策を計画的に推進するために、庁内関連各課との情報交換や共有化の促進等、連携を強

化します。 

 

（２）地域関係団体との連携体制の充実 

プライバシーの保護に努めながら、市、地域包括支援センター、介護サービス事業者等が、サービ

スについての情報を共有することにより、連携体制の強化に努めます。 

 

（３）計画の進捗管理体制の充実 

計画に定める事業推進方針や事業目標数値等の実施・進捗状況については、「みどり市介護保険事

業推進懇談会」で点検・把握・評価を行っていくものとします。 

また、国においては、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取り組みや都道府県に

よる保険者支援の取り組みが全国で実施されるよう、PDCA サイクルによる取り組みが制度化され、

自治体への財政的インセンティブとして市町村や都道府県の様々な取り組みの達成状況を評価でき

るように客観的な指標も示されています。 

こうした指標も踏まえて、計画の実施・進捗状況について、点検・把握・評価を行います。 

 

 

 

計画の推進と進行管理
（PDCAサイクル）

Plan
（計画）

Plan

市民と協働で取り
組み内容を策定

Plan
（計画）

Do

市民、関係機関、
行政が協働で取り
組みを実施

Plan
（計画）

Check

市民と協働で取り
組みの効果や計画
の進行状況を評価

Plan
（計画）

Action

評価と市民の意見
を取り入れ、計画
の見直し

※「PDCA サイクル」とは、Plan／Do／Check／Action の頭文字を取ったもので、計画 （Plan）→実施（Do）

→評価（Check）→見直し（Action）の流れを次の計画に活かしていく プロセスのことを言います。 
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資 料 編 

みどり市介護保険事業推進懇談会運営規則 

平成 24年６月５日 

規則第 14号 

みどり市介護保険事業推進懇談会設置規則(平成 18 年みどり市規則第 87 号)の全部を改正する。 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は、高齢者施策、高齢者福祉サービス等の協議及び検討を行うため、みどり市介護

保険事業推進懇談会(以下「懇談会」という。)の設置及び運営に関し必要な事項を定めるものと

する。 

(所掌事務) 

第２条 懇談会は、次に掲げる事項について協議及び検討を行い、その結果を市長に報告するものと

する。 

(1) みどり市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画に関すること。 

(2) 高齢者福祉サービスに関すること。 

(3) 地域密着型介護サービス及び地域密着型介護予防サービスに関すること。 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、高齢者に関すること。 

(組織等) 

第３条 懇談会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 高齢者保健福祉サービス事業に従事する者 

(3) 前 2号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者 

２ 前項の委員の定数は、市長が別に定める。 

３ 委員の任期は、3 年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第４条 懇談会に会長及び副会長各 1人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、懇談会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第５条 懇談会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、その会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
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３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 会議は、必要に応じ事案に関係する者を出席させることができる。 

(庶務) 

第６条 懇談会の庶務は、保健福祉部介護高齢課において処理する。 

(その他) 

第７条 この規則に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 24年６月５日から施行する。 
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みどり市介護保険事業推進懇談会委員名簿 

№ 種別 団体名 氏名 備考 

1 

学識経験を有する者 

桐生市医師会 前川 佳彰 会長 

2 桐生市歯科医師会 笠間 進   

3 太田新田歯科医師会 小森谷 和之   

4 桐生大学 増田 さゆり   

5 

高齢者保健福祉サービスに

従事する者 

みどり市社会福祉協議会 藤生 安喜夫   

6 群馬県老人福祉施設協議会 長野 正行   

7 群馬県老人保健施設協会 水間 春夫   

8 群馬県看護協会 大竹 美佐子   

9 

市長が特に必要と認める者 

みどり市行政区長会 大江 潤一   

10 みどり市民生委員児童委員協議会 前原 孝明 副会長 

11 みどり市老人クラブ連合会 田村 幸男   

12 一般公募 重田 好一   

 

 

  

敬称略 
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策定経過 

年月日 項目 計画策定に関連する主な内容 

令和４年 11 月 17 日 

～令和５年３月 31日 

アンケート調査 

在宅介護実態調査 

令和５年６月 14 日 

～ 令和５年７月３日 
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

令和５年５月 16 日 

～令和５年７月 13日 
在宅介護実態調査 

令和５年８月３日 

令和５年度第１回み

どり市介護保険事業

推進懇談会 

・アンケート結果概要の説明 

・国の基本指針に関する説明 

・市の統計データの説明 

令和５年 10月 30日 

令和５年度第２回み

どり市介護保険事業

推進懇談会 

・計画（骨子案）の説明、意見聴取 

令和５年 11月 16日 

令和５年度第３回み

どり市介護保険事業

推進懇談会 

・計画（素案）の説明、意見聴取 

令和５年 12月 21日 

令和５年度第４回み

どり市介護保険事業

推進懇談会 

・表紙等に掲載するイラスト選考 

・介護サービスの見込量等の説明、意見聴取 

令和６年３月 21日 

令和５年度第５回み

どり市介護保険事業

推進懇談会 

・計画最終案の確認、了承 
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用語解説 

 

（あ行） 

⚫ ＩＣＴ 

Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。ＩＣＴの導入により、業

務の効率化等による負担軽減や職場環境の改善、介護サービスの質の向上等が期待されている。 

⚫ アセスメント 

介護現場で使われるアセスメントとは、ケアプランや介護計画を作成する過程で実施される評

価と分析を指す。 

⚫ インフォーマルサービス 

公的機関や専門職による制度に基づくサービスや支援（フォーマルサービス）以外の支援のこ

と。 

⚫ エンディングノート 

自身に万が一のことが起こった時に備え、医療や介護、財産情報等、あらかじめ家族や周りの人に伝

えたいことを書き留めておくノートや手紙のこと。 

⚫ オーラルフレイル 

歯の喪失や、食べる・話すといった口の機能が弱くなること。 

 

（か行） 

⚫ 介護予防ケアマネジメント 

要支援認定者及び基本チェックリストに基づく事業対象者に、介護が必要な状態にならないよ

うに、その心身の状態等に応じて必要な支援を行うため、介護予防計画を作成し、それに基づき介

護予防事業や必要なサービスを利用できるよう支援するもの。地域支援事業において実施してお

り、要支援認定者は地域包括支援センターと居宅介護支援事業所（一部委託可）で、基本チェック

リストに基づく事業対象者は地域包括支援センターで介護予防計画の作成を担当する。 

⚫ 介護予防・日常生活支援総合事業 

市が介護予防及び日常生活支援のための施策を総合的に行えるよう、平成 23年の介護保険制度

の改正において創設された事業で、「介護予防事業」「包括的支援事業のうちの介護予防ケアマネ

ジメント事業」「市の判断により実施する事業」のすべてを一括して総合的に実施する事業である。 

⚫ 基本チェックリスト 

要支援認定者以外の人が総合事業を利用するための手続きで、国が定めた質問内容について回答し、

必要性が認められた場合に総合事業を利用することができるようになる。この手続きにより総合事業

が利用できるようになった人を「事業対象者」という。 
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⚫ グループホーム 

認知症高齢者や障がい者等が、住み慣れた環境で、自立した生活を継続できるように、少数で共

同生活を営む住居又はその形態である。これらの居住者に対する日常生活援助等のサービスを指

す意味でも用いられる。介護保険法及び障害者総合支援法において、給付対象サービスとして位

置付けられている。 

⚫ ケアプラン 

個々人のニーズに合わせた適切な保健・医療・福祉サービスが提供されるように、ケアマネジャ

ーを中心に作成される介護計画のこと。ケアプランは、①利用者のニーズの把握、②援助目標の明

確化、③具体的なサービスの種類と役割分担の決定、といった段階を経て作成され、公的なサービ

スだけでなく、インフォーマルな社会資源をも活用して作成される。 

⚫ ケアマネジメント 

生活困難な状態になり援助を必要とする利用者が、迅速かつ効果的に、必要とされるすべての

保健・医療・福祉サービスを受けられるように調整することを目的とした援助展開の方法。利用者

と社会資源の結び付けや、関係機関・施設との連携において、この手法が取り入れられている。介

護保険においては、ケアマネジメントは「居宅介護支援」と呼ばれる。 

⚫ ケアマネジャー（介護支援専門員） 

要介護者や家族の相談や心身の状況に応じるとともに、訪問介護やデイサービスなどの各種サービ

スを受けられるように介護サービス等の提供についての計画（ケアプラン）の作成や市町村・サービス

事業者・施設等との連絡調整を行う職種のこと。 

⚫ 口腔機能 

捕食（食べ物を口に取り込むこと）、咀嚼、食塊の形成と移送、嚥下、構音、味覚、触覚、唾液

の分泌などに関わり、人が社会のなかで健康な生活を営むための必要な基本的機能。 

 

（さ行） 

⚫ 作業療法 

身体又は精神に障がいのある者又はそれが予測される者に対し、その主体的な生活の獲得を図

るため、諸機能の回復、維持及び開発を促す作業活動を用いて、治療、指導及び援助を行うこと。 

⚫ 作業療法士 

医師の指示に基づき作業療法を行う専門職のことで、ＯＴ（occupational therapist）とも呼ば

れている。 

⚫ サロン 

地域の住民同士が気軽に集い、一緒に活動内容を企画し、ふれあいを通して「生きがいづくり」

「仲間づくり」の輪を広げる場所。 

 



 資料編 

113 

⚫ 生活支援コーディネーター 

地域包括ケアシステムの構築に向け、高齢者の生活支援を行いながら介護サービスの円滑な利

用を促すため、地域の中で関連機関と調整を行う職種。 

⚫ 成年後見制度 

認知症や精神障がい等により判断能力が不十分な人について、契約の締結等を代わりに行う後

見人等を選任し、悪徳商法等から、その人の財産を守る制度である。①法定後見制度、②任意後見

制度の２つがある。 

 

（た行） 

⚫ 地域支援事業 

平成 18年度からの制度改正により新たに予防重視型システムの転換を目指して、従来の老人保

健事業、介護予防・地域支え合い事業が再編されて導入された。平成 23年の介護保険制度の改正

により、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事業で構成される。 

⚫ 地域包括支援センター 

平成 18年度からの制度改正に伴い、地域における総合相談や介護予防を含む、介護予防ケアマ

ネジメント、高齢者虐待への対応等、包括的・継続的ケアマネジメント等を行う地域支援事業を実

施する拠点として市町村が設置するものである。社会福祉士・保健師・主任ケアマネジャーの 3職

種を配置することとされている。 

⚫ 地域密着型サービス 

平成 18年度からの制度改正により新たなサービス体系となり、身近な地域で地域の特性に合っ

た多様で柔軟なサービス提供ができるように、日常生活圏域（43 頁）を設定してサービスを提供

するもの。 

⚫ 超高齢社会 

65歳以上の人口の割合が全人口の 21％以上を占めている社会を指す。 

 

（な行） 

⚫ 日常生活自立支援事業 

認知症高齢者など、日常生活を営むのに必要なサービスを利用するための情報の入手、理解、判

断、意思表示を本人のみでは適切に行うことが困難な方に対し、生活支援員が日常的な金銭管理

や福祉サービス利用援助を行う事業のこと。 

⚫ 認知症 

一般に認知症は器質的障がいに基づき、記銘・記憶力、思考力、計算力、判断力、見当識の障が

いがみられ、知覚、感情、行動の異常も伴ってみられることが多い。記憶に関しては、短期記憶が

まるごと失われることが多いが、長期記憶については保持されていることが多い。従来使用され
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ていた「痴呆」という用語は侮蔑を含む表現であること等から、「認知症」という表現が使用され

ることとなった。 

⚫ 認知症ケアパス 

「認知症の人の生活機能障がいの進行に合わせ、いつ、どこで、どのような医療・介護サービス

を受けることができるのか」を認知症の人とその家族に説明するために作成されるもの。 

⚫ 認知症サポーター 

認知症に関する正しい理解や認知症高齢者等に対する接し方を学んだ方のことをいい、地域の

様々な場面においてそれを実践する担い手となる。また、厚生労働省では認知症施策推進総合戦

略（新オレンジプラン）において、令和２（2020）年度末までに認知症サポーター1,200 万人キャ

ラバンを数値目標として掲げている。 

⚫ 認知症初期集中支援チーム 

認知症の早期発見・早期対応を目的とし、専門医・看護師・社会福祉士等のスタッフで構成され

た専門職のチームのこと。 

⚫ 認知症地域支援推進員 

主な活動として、認知症の人やその家族の相談支援、認知症を身近な病気として理解していた

だく活動、認知症の人やその家族が必要な医療や介護等のサービスを受けることができるように

関係機関等への連絡調整を図る者のこと。 

 

（は行） 

⚫ フレイル 

「加齢に伴い身体の予備能力が低下し、健康障がいを起こしやすくなった状態」を示しており、

いわゆる「虚弱」をいう。 

 

（ま行） 

⚫ 民生委員 

都道府県知事が推薦し厚生労働大臣が委嘱する、社会福祉の増進を目的として地域住民の生活状態

調査や要保護者への保護指導、社会福祉施設への連絡・協力などを行う方々のこと。 

 

（ら行） 

⚫ 理学療法 

病気、けが、高齢、障がい等によって運動機能が低下した状態にある人々に対し、運動機能の維

持・改善を目的に運動、温熱、電気、水、光線等の物理的手段を用いて行われる治療法。 

⚫ 理学療法士 

医師の指示に基づき理学療法を行う専門職のことで、ＰＴ(physical therapist)とも呼ばれている。 
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表 紙  小栗 笑花さん 

裏表紙  井田 小雪さん 

挿 絵  小栗 笑花さん  奥田 文音さん 

宮下 夏実さん  田島 陽香さん 

平井 睡蓮さん  信清 李奈さん 

𠮷田 結菜さん 
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